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【3章】働き方改革推進に向けた支援
働き方改革関連法に関する相談窓口

働き方改革の推進に向けた課題を解決するための相談窓口

労働基準監督署 ●時間外労働の上限規制や年次有給休暇などに関する相談に応じます。

▶検索ワード：労働基準監督署
http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

労働時間相談・支援コーナー

都道府県労働局 ●正規雇用労働者と非正規雇用労働者（パートタイム労働者・有期雇用労働
者・派遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消に関する相談に応じます。

▶検索ワード：都道府県労働局
http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

【パートタイム労働者、有期雇用労働者関係】
　　雇用環境・均等部（室）
【派遣労働者関係】
　　需給調整事業部（課・室）

働き方改革推進
支援センター

●働き方改革関連法に関する相談のほか、労働時間管理のノウハウや賃金制
度等の見直し、助成金の活用など、労務管理に関する課題について、社会保
険労務士等の専門家が相談に応じます。

▶検索ワード：働き方改革推進支援センター
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000198331.html

産業保健総合
支援センター

●医師による面接指導等、労働者の健康確保に関する課題について、産業保
健の専門家が相談に応じます。

▶検索ワード：産業保健総合支援センター
https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/sodan/tabid/122/Default.aspx

よろず支援拠点 ●生産性向上や人手不足への対応など、経営上のあらゆる課題について、専
門家が相談に応じます。

▶検索ワード：よろず支援拠点
https://yorozu.smrj.go.jp/

ハローワーク ●求人充足に向けたコンサルティング、事業所見学会や就職面接会などを
実施しています。

▶検索ワード：ハローワーク
http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

医療勤務環境改善
支援センター

●医療機関に特化した支援機関として、個々の医療機関のニーズに応じて、総
合的なサポートをします。

▶検索ワード：いきサポ
https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/information/

商工会
商工会議所
中小企業団体中央会

●経営改善・金融・税務・労務など、経営全般にわたって、中小企業・小規模事業
者の取組を支援します。

▶検索ワード：全国各地の商工会WEBサーチ
http://www.shokokai.or.jp/?page_id=1754
▶検索ワード：全国の商工会議所一覧
https://www5.cin.or.jp/ccilist
▶検索ワード：都道府県中央会
https://www.chuokai.or.jp/link/link-01.htm

働き方改革関連法に関する
ハンドブック

時間外労働の上限規制等について

～ 一億総活躍社会の実現に向けて ～

その働き方、
見直しましょう



「働き方」が変わります1章

働き方改革の目指すもの

「働き方改革」は、働く方々が、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を、自分で「選択」できるようにするための
改革です。

「働き方改革」は、働く方々が、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を、自分で「選択」できるようにする
ための改革です。
日本が直面する「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」、「働く方々のニーズの多様化」などの課題に対
応するためには、投資やイノベーションによる生産性向上とともに、就業機会の拡大や意欲・能力を存分に発
揮できる環境をつくることが必要です。
働く方の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現することで、成長と分配の好
循環を構築し、働く人一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを目指します。

時間外労働の上限規制が導入（大企業2019年4月1日施行）（中小企業2020年4月1日施行）
時間外労働の上限について月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合にも上限を設
定します。

年次有給休暇の確実な取得（2019年4月1日施行）
使用者は10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し、年5日について毎年時季を指定して与えなければ
ならないこととします。

中小企業の月60時間超の残業の、割増賃金率引上げ（中小企業2023年4月1日施行）
月60時間を超える残業に対する割増賃金率を50%に引上げます。

「フレックスタイム制」の拡充（2019年4月1日施行）
より働きやすくするため、制度を拡充します。労働時間の調整が可能な期間（清算期間）を3か月まで延長できます。

「高度プロフェッショナル制度」を創設（2019年4月1日施行）
職務の範囲が明確で一定の年収を有する労働者が高度の専門的知識等を必要とする業務に従事する場合に健康
確保措置や本人同意、労使委員会決議等を要件として、労働時間、休日、深夜の割増賃金等の規定を適用除外にで
きます。

産業医・産業保健機能の強化（2019年4月1日施行）
産業医の活動環境を整備します。労働者の健康管理等に必要な情報を産業医へ提供すること等とします。

勤務間インターバル制度の導入促進（2019年4月1日施行）
1日の勤務終了後、翌日の出社までの間に、一定時間以上の休息時間の確保に努めなければなりません。

正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差が禁止
（大企業2020年4月1日施行）（中小企業2021年4月1日施行）
同一企業内において、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間で基本給や賞与などの個々の待遇ごとに不合理な
待遇差が禁止されます。
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日本が直面する「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」、「働く方々のニーズの多様化」などの課題に対応
するためには、投資やイノベーションによる生産性向上とともに、就業機会の拡大や意欲・能力を存分に発揮
できる環境をつくることが必要です。

働く方の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現することで、成長と分配の好循
環を構築し、働く人一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを目指します。

■働き方改革の基本的な考え方

「働き方改革」は、我が国雇用の７割を担う中小企業・小規模事業者において、着実に実施することが必要です。魅力
ある職場とすることで、人手不足解消にもつながります。

■中小企業・小規模事業者の働き方改革

職場環境の改善などの「魅力ある職場づくり」が人手不足解消につながることから、人手不足感が強い中小企
業・小規模事業者においては、生産性向上に加え、「働き方改革」による魅力ある職場づくりが重要です。

取組に当たっては、「意識の共有がされやすい」など、中小企業・小規模事業者だからこその強みもあります。

「魅力ある職場づくり」→「人材の確保」→「業績の向上」→「利益増」の好循環をつくるため、「働き方改革」によ
り魅力ある職場をつくりましょう。

「働き方改革関連法」の全体像

働き方改革の全体像

【1章】「働き方」が変わります
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「働き方」が変わります1章

働き方改革の目指すもの

「働き方改革」は、働く方々が、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を、自分で「選択」できるようにするための
改革です。

「働き方改革」は、働く方々が、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を、自分で「選択」できるようにする
ための改革です。
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時間外労働の上限について月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合にも上限を設
定します。

年次有給休暇の確実な取得（2019年4月1日施行）
使用者は10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し、年5日について毎年時季を指定して与えなければ
ならないこととします。

中小企業の月60時間超の残業の、割増賃金率引上げ（中小企業2023年4月1日施行）
月60時間を超える残業に対する割増賃金率を50%に引上げます。

「フレックスタイム制」の拡充（2019年4月1日施行）
より働きやすくするため、制度を拡充します。労働時間の調整が可能な期間（清算期間）を3か月まで延長できます。

「高度プロフェッショナル制度」を創設（2019年4月1日施行）
職務の範囲が明確で一定の年収を有する労働者が高度の専門的知識等を必要とする業務に従事する場合に健康
確保措置や本人同意、労使委員会決議等を要件として、労働時間、休日、深夜の割増賃金等の規定を適用除外にで
きます。

産業医・産業保健機能の強化（2019年4月1日施行）
産業医の活動環境を整備します。労働者の健康管理等に必要な情報を産業医へ提供すること等とします。

勤務間インターバル制度の導入促進（2019年4月1日施行）
1日の勤務終了後、翌日の出社までの間に、一定時間以上の休息時間の確保に努めなければなりません。

正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差が禁止
（大企業2020年4月1日施行）（中小企業2021年4月1日施行）
同一企業内において、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間で基本給や賞与などの個々の待遇ごとに不合理な
待遇差が禁止されます。
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【適用猶予・除外の事業・業務】

※ただし、上限規制には適用を猶予・除外する事業・業務があります。

～取引環境の改善も重要です～
　長時間労働の是正には取引環境の改善も重要です。
　労働時間等設定改善法では、事業主の責務として、短納期発注や発注の内容の頻繁な変更を行わないよう
配慮するよう努めることと規定されました。

自動車運転の
業務

改正法施行５年後に、上限規制を適用します。
（ただし、適用後の上限時間は、年９６０時間とし、将来的な一般則の適用につ
いては引き続き検討します。）

建設事業
改正法施行５年後に、上限規制を適用します。

（ただし、災害時における復旧・復興の事業については、複数月平均８０時間
以内・１か月１００時間未満の要件は適用しません。この点についても、将来
的な一般則の適用について引き続き検討します。）

医　師
改正法施行５年後に、上限規制を適用します。

（ただし、具体的な上限時間等については、医療界の参加による検討の場に
おいて、規制の具体的あり方、労働時間の短縮策等について検討し、結論を
得ることとしています。）

鹿児島県及び
沖縄県における
砂糖製造業

改正法施行５年後に、上限規制を適用します。

新技術・新商品等
の研究開発業務

医師の面接指導（※）、代替休暇の付与等の健康確保措置を設けた上で、
時間外労働の上限規制は適用しません。
※時間外労働が一定時間を超える場合には、事業主は、その者に必ず医師による面

接指導を受けさせなければならないこととします。

【2章】労働時間法制の見直しについて労働時間法制の見直しについて2章

法律上は、残業時間の上限がありま
せんでした（行政指導のみ）。

法律で残業時間の上限を定め、これ
を超える残業はできなくなります。

（現在） （改正後）

◎残業時間の上限は、原則として月４５時間・年３６０時間とし、臨時的な特別の事情がなければこれを超
えることはできません。（月４５時間は、１日当たり２時間程度の残業に相当します。）

◎臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合でも、
　● 年７２０時間以内
　● 複数月平均８０時間以内（休日労働を含む）
　● 月１００時間未満（休日労働を含む）
　を超えることはできません。
　（月８０時間は、１日当たり４時間程度の残業に相当します。）
　また、原則である月４５時間を超えることができるのは、年間６か月までです。

上限なし

残業時間
月45時間

年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

大臣告示による上限
（行政指導）

年間6か月まで

１年間＝12か月

残業時間
月45時間

年360時間

月残業45時間
＝１日残業２時間程度

月残業80時間
＝１日残業4時間程度

法定労働時間
１日８時間
週40時間

法律による上限（原則）

年間6か月まで

１年間＝12か月

法律による上限（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間＊
・月100時間未満＊
　　　　　　　＊休日労働を含む

残業時間の上限を法律で規制することは、70年前（1947年）に制定された「労働基準法」において、初めて
の大改革となります。（中小企業は1年後の2020年4月から適用となります。中小企業の定義はP17参照）

時間外労働の上限規制1
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【適用猶予・除外の事業・業務】
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　を超えることはできません。
　（月８０時間は、１日当たり４時間程度の残業に相当します。）
　また、原則である月４５時間を超えることができるのは、年間６か月までです。

上限なし

残業時間
月45時間

年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

大臣告示による上限
（行政指導）

年間6か月まで

１年間＝12か月

残業時間
月45時間

年360時間

月残業45時間
＝１日残業２時間程度

月残業80時間
＝１日残業4時間程度

法定労働時間
１日８時間
週40時間

法律による上限（原則）

年間6か月まで

１年間＝12か月

法律による上限（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間＊
・月100時間未満＊
　　　　　　　＊休日労働を含む

残業時間の上限を法律で規制することは、70年前（1947年）に制定された「労働基準法」において、初めて
の大改革となります。（中小企業は1年後の2020年4月から適用となります。中小企業の定義はP17参照）

時間外労働の上限規制1
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【2章】労働時間法制の見直しについて

各労働者ごとに、労働時間を把握し、１日８時間・１週40時間を超える時間外労働、休日労働の時間数と、その合計を把握します。

毎月の時間外労働、休日労働の時間数と、その合計を把握します。

特別条項の有無（臨時的な特別の
事情がある場合には、時間外労働
が月45時間を超えることができる）

有り

特別条項の回数 年6回
特
別
条
項

特別条項における年間の
時間外労働の上限 年680時間

1か月の時間外労働と休日労働
の合計時間数の上限 85時間

・・・(C)

・・・(D)

・・・(E)

36協定の対象期間 2021年4月1日～
2022年3月31日

時間外労働の原則
となる上限

月45時間
年360時間

法定休日労働の回数、
始業・終業時刻

月3回
8:30～17:30

・・・（A）

・・・（B）

まずは上限規制の内容に適合した36協定を締結します。以下では、３６協定で次のような内容を締結したケースに
ついて、具体的な実務内容を見ていきます。

時間外労働、休日労働について、36協定を締結します。1
Step

2
Step

今回の法改正では、これまでの限度基準告示による時間外労働の上限だけでなく、休日労働も含んだ１か
月当たり及び複数月の平均時間数にも上限が設けられました。このため、企業においては、これまでとは異な
る方法での労働時間管理が必要となります。

労働時間管理の実務イメージ
具体的な数字を用いて、今回の法改正に対応した労働時間管理の実務をみていきます。

上限規制への対応2

〈法定時間外労働の定義〉
法定時間外労働とは、労働基準法で定められた労働時間（原則は１日８時間、１週４０時間）を超えて行われた残業のことをいいます。これに対し、
所定時間外労働とは、会社が定めた所定労働時間を超え、労働基準法で定められた労働時間以内の範囲で行われた残業のことをいいます

〈法定休日労働の定義〉
法定休日労働とは、週1日、または、4週4日の休日に働くことで、週休2日制の場合は、１週間のうち1日休日があれば、法定休日労働とはなりま
せん。なお、変形労働時間制を採用していれば、労働時間を月単位、年単位で調整することで繁忙期により勤務時間が増加しても時間外労働と
しての取扱いを不要とすることができます。週の労働時間が40時間を超えた時点で、通常の割増賃金は必要です。

〈３６協定の対象となる労働時間の定義〉
３６協定に定める延長することができる限度時間の対象には、単月で45時間以内の場合には、週に1日・あるいは4週に4日の法定休日の労働時
間数は含まれません。それ以外の休日に労働させた場合で、法定労働時間を超えた部分が対象となります。
例えば、土日の完全週休2日制・法定休日を日曜日と設定している場合、休日である土曜日に労働した場合であっても、それは労働基準法上の
法定休日労働ではありません。よって、土曜日の労働時間は通常の労働時間として通算され、法定労働時間を超えた部分が時間外労働となり、
対象となるわけです。

以下について、それぞれ、法律で定める上限の範囲内にしなければなりません。
（A）･･･月４５時間以内、年３６０時間以内　（C）･･･年６回以内　（D）･･･年７２０時間以内　（E）･･･月１００時間未満

（A）の時間（45時間）を超える
ことができるのは年６回まで

（B）の回数・時間を超える
ことはできない

（E）の時間（85時間）を超える
ことはできない

2021/4

80

80.0

時間外労働

休日労働

合計

2021/5

60

20

80.0

2021/6

45

15

60.0

2021/7

35

10

45.0

2021/8

35

35.0

2021/9

80

80.0

・・・・・

労働時間の適正な把握のために
使用者が講ずべき措置に関するガイドライン

ガイドラインの主なポイント

●労働時間とは使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明示又は黙示の指示により労働者が
業務に従事する時間は労働時間に当たること

●例えば、参加することが業務上義務づけられている研修・教育訓練の受講や、使用者の指示により業務に必要
な学習等を行っていた時間は労働時間に該当すること

［労働時間の考え方］

●使用者は、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、適正に記録すること
　（１） 原則的な方法
　　　　使用者が、自ら現認することにより確認すること
　　　　タイムカード、ＩＣカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎として確認し、適正に記録

　　　すること
　（２） やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合
　　　①自己申告を行う労働者や、労働時間を管理する者に対しても自己申告制の適正な運用等ガイドラインに

　　　基づく措置等について、十分な説明を行うこと
　　　②自己申告により把握した労働時間と、入退場記録やパソコンの使用時間等から把握した在社時間との間

　　　に著しい乖離がある場合には実態調査を実施し、所要の労働時間の補正をすること
　　　③使用者は労働者が自己申告できる時間数の上限を設ける等適正な自己申告を阻害する措置を設けて

　　　はならないこと。さらに36協定の延長することができる時間数を超えて労働しているにもかかわらず、
　　　記録上これを守っているようにすることが、労働者等において慣習的に行われていないか確認すること

●賃金台帳の適正な調製
　使用者は、労働者ごとに、労働日数、労働時間数、休日労働時間数、時間外労働時間数、深夜労働時間数といっ

た事項を適正に記入しなければならないこと

［労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置］

平成２９年１月２０日、労働時間の適正な把握のための使用者向けの新たなガイドラインを策定しました。

使用者には労働時間を適正に把握する責務があること
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【2章】労働時間法制の見直しについて

各労働者ごとに、労働時間を把握し、１日８時間・１週40時間を超える時間外労働、休日労働の時間数と、その合計を把握します。

毎月の時間外労働、休日労働の時間数と、その合計を把握します。

特別条項の有無（臨時的な特別の
事情がある場合には、時間外労働
が月45時間を超えることができる）

有り

特別条項の回数 年6回
特
別
条
項

特別条項における年間の
時間外労働の上限 年680時間

1か月の時間外労働と休日労働
の合計時間数の上限 85時間

・・・(C)

・・・(D)

・・・(E)

36協定の対象期間 2021年4月1日～
2022年3月31日

時間外労働の原則
となる上限

月45時間
年360時間

法定休日労働の回数、
始業・終業時刻

月3回
8:30～17:30

・・・（A）

・・・（B）

まずは上限規制の内容に適合した36協定を締結します。以下では、３６協定で次のような内容を締結したケースに
ついて、具体的な実務内容を見ていきます。

時間外労働、休日労働について、36協定を締結します。1
Step

2
Step

今回の法改正では、これまでの限度基準告示による時間外労働の上限だけでなく、休日労働も含んだ１か
月当たり及び複数月の平均時間数にも上限が設けられました。このため、企業においては、これまでとは異な
る方法での労働時間管理が必要となります。

労働時間管理の実務イメージ
具体的な数字を用いて、今回の法改正に対応した労働時間管理の実務をみていきます。

上限規制への対応2

〈法定時間外労働の定義〉
法定時間外労働とは、労働基準法で定められた労働時間（原則は１日８時間、１週４０時間）を超えて行われた残業のことをいいます。これに対し、
所定時間外労働とは、会社が定めた所定労働時間を超え、労働基準法で定められた労働時間以内の範囲で行われた残業のことをいいます

〈法定休日労働の定義〉
法定休日労働とは、週1日、または、4週4日の休日に働くことで、週休2日制の場合は、１週間のうち1日休日があれば、法定休日労働とはなりま
せん。なお、変形労働時間制を採用していれば、労働時間を月単位、年単位で調整することで繁忙期により勤務時間が増加しても時間外労働と
しての取扱いを不要とすることができます。週の労働時間が40時間を超えた時点で、通常の割増賃金は必要です。

〈３６協定の対象となる労働時間の定義〉
３６協定に定める延長することができる限度時間の対象には、単月で45時間以内の場合には、週に1日・あるいは4週に4日の法定休日の労働時
間数は含まれません。それ以外の休日に労働させた場合で、法定労働時間を超えた部分が対象となります。
例えば、土日の完全週休2日制・法定休日を日曜日と設定している場合、休日である土曜日に労働した場合であっても、それは労働基準法上の
法定休日労働ではありません。よって、土曜日の労働時間は通常の労働時間として通算され、法定労働時間を超えた部分が時間外労働となり、
対象となるわけです。

以下について、それぞれ、法律で定める上限の範囲内にしなければなりません。
（A）･･･月４５時間以内、年３６０時間以内　（C）･･･年６回以内　（D）･･･年７２０時間以内　（E）･･･月１００時間未満

（A）の時間（45時間）を超える
ことができるのは年６回まで

（B）の回数・時間を超える
ことはできない

（E）の時間（85時間）を超える
ことはできない

2021/4

80

80.0

時間外労働

休日労働

合計

2021/5

60

20

80.0

2021/6

45

15

60.0

2021/7

35

10

45.0

2021/8

35

35.0

2021/9

80

80.0

・・・・・

労働時間の適正な把握のために
使用者が講ずべき措置に関するガイドライン

ガイドラインの主なポイント

●労働時間とは使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明示又は黙示の指示により労働者が
業務に従事する時間は労働時間に当たること

●例えば、参加することが業務上義務づけられている研修・教育訓練の受講や、使用者の指示により業務に必要
な学習等を行っていた時間は労働時間に該当すること

［労働時間の考え方］

●使用者は、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、適正に記録すること
　（１） 原則的な方法
　　　　使用者が、自ら現認することにより確認すること
　　　　タイムカード、ＩＣカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎として確認し、適正に記録

　　　すること
　（２） やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合
　　　①自己申告を行う労働者や、労働時間を管理する者に対しても自己申告制の適正な運用等ガイドラインに

　　　基づく措置等について、十分な説明を行うこと
　　　②自己申告により把握した労働時間と、入退場記録やパソコンの使用時間等から把握した在社時間との間

　　　に著しい乖離がある場合には実態調査を実施し、所要の労働時間の補正をすること
　　　③使用者は労働者が自己申告できる時間数の上限を設ける等適正な自己申告を阻害する措置を設けて

　　　はならないこと。さらに36協定の延長することができる時間数を超えて労働しているにもかかわらず、
　　　記録上これを守っているようにすることが、労働者等において慣習的に行われていないか確認すること

●賃金台帳の適正な調製
　使用者は、労働者ごとに、労働日数、労働時間数、休日労働時間数、時間外労働時間数、深夜労働時間数といっ

た事項を適正に記入しなければならないこと

［労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置］

平成２９年１月２０日、労働時間の適正な把握のための使用者向けの新たなガイドラインを策定しました。

使用者には労働時間を適正に把握する責務があること
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【2章】労働時間法制の見直しについて

■①「１日」「１か月」「１年」のそれぞれの時間外労働が、36協定で定めた時間を超えないこと。

■②休日労働の回数・時間が、36協定で定めた回数・時間を超えないこと。

■③特別条項の回数(＝時間外労働が限度時間を超える回数)が、36協定で定めた回数を超えないこと。

■④毎月の時間外労働と休日労働の合計が、100時間以上にならないこと。

■⑤月の時間外労働と休日労働の合計について、どの2～6か月の平均をとっても、1月当たり80時
　間を超えないこと。

上限規制を遵守するためには、上記のチェックポイントを日々守っていただく必要があります。特に、④・⑤のポイントは、
今回の法改正で初めて導入される規制となり、時間外労働と休日労働を合計するという新たな管理が必要となります。

上限規制に適応した36協定を締結・届出を行った場合、
次の段階として、36協定に定めた内容を遵守するよう、
日々の労働時間を管理する必要があります。
ここでは、労働時間の管理において必要なポイントを整理します。

5
Step

前年度の３６協定の対象期間中の
時間数についても、２～６か月平均
の算定時間に含みます。
例えば、今回のケースで2021年４
月について計算するためには、直
前の５か月分（2020年11月～
2021年３月）の実績も必要です。

例えば、2021年9月につい
ては、前月までの実績をもとに
以下のように２～６か月平均を
算出します。

同様に他の月についても２～６か月平均
を算出するため、すべての月について、隣
接する２～６か月の平均が８０時間以内と
なるよう管理しなければなりません。

②時間外労働の累計値を算出①月45時間を超える回数の累計値を算出

2021/4
80時間外労働

休日労働

2021/5
60
20

2021/6
45
15

2021/7
35
10

2021/8
35

2021/9
80

1特別条項回数 2 2 2 2 3

・・・・

★累計値（年度累計）

特別条項の累計回数は（C)の回数（６回）以内

2021/4
80時間外労働

休日労働

2021/5
60
20

2021/6
45
15

2021/7
35
10

2021/8
35

2021/9
80

80時間外労働時間数
★累計値（年度累計）

140 185 220 255 335

・・・・

時間外労働の累計時間数は
（D）の時間（680時間）を超えることはできない

57.5
53.3
55.0
60.0
63.3

8～9月の平均
7～9月の平均
6～9月の平均
5～9月の平均
4～9月の平均

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・

算定期間 2か月平均
3か月平均

4か月平均
5か月平均

6か月平均

2021/4
80

80.0

時間外労働
休日労働
合計

2021/5
60
20
80.0

2021/6
45
15
60.0

2021/7
35
10
45.0

2021/8
35

35.0

2021/9
80

80.0

62.5
48.3
43.8
46.0
45.8

3～4月の平均
2～4月の平均
1～4月の平均
12～4月の平均
11～4月の平均

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・

算定期間

前の協定期間

2か月平均
3か月平均

4か月平均
5か月平均

6か月平均

2020/11
45

45.0

時間外労働
休日労働
合計

2020/12
45
10
55.0

2021/1
30

30.0

2021/2
20

20.0

2021/3
45

45.0

2021/4
80

80.0

Step２で把握した時間外労働時間数をもとに、年度（＝36協定の対象期間）における、特別条項の回数と時間外労
働の累積時間数を把握します。

年度（＝36協定の対象期間）における
　時間外労働が月45時間を超えた回数（特別条項の回数）
　時間外労働の累積時間数を把握します。

3
Step

Step２で把握した時間外労働と休日労働の合計時間数をもとに、２か月平均、３か月平均、４か月平均、５か月平均、６
か月平均を算出します。

毎月の時間外労働と休日労働の合計時間数について、
２～６か月の平均時間数を把握します。

4
Step

Check Point

例えば、時間外労働と休日労働を合計して80時間を超える月が全くないような事業場であれば、①～
③のポイントだけ守ればよいことになります。

36協定で定めた「１日」の時間外労働の限度を超えないように日々注意してください。
また、日々および月々の時間外労働の累計時間を把握し、36協定で定めた「１か月」「１年」の時間外労働の限度を超えないように注意し
てください。

✓
✓

月の時間外労働が限度時間を超えた回数(＝特別条項の回数)の年度の累計回数を把握し、36協定で定めた回数を超えないように注
意してください。

✓
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【2章】労働時間法制の見直しについて
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ここも注目 過半数代表者の選任

時間外労働又は休日労働を行わせる必要がある場合には、以下の事項について協定した上で、３６
協定届（様式第９号）を所轄労働基準監督署長に届け出る必要があります。
中小企業は2020年4月1日までは現行の様式で届け出ることも可能です。

臨時的な特別の事情があるため、原則となる時間外労働の限度時間（月45時間・年360時間）を超
えて時間外労働を行わせる必要がある場合には、さらに以下の事項について協定した上で、３６協定
届（様式第９号の２）を所轄労働基準監督署長に提出する必要があります。

●36協定の締結を行う労働者の代表は、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合には、労働者の過半数
を代表する者（過半数代表者）が行う必要があります。

●過半数代表者の選任に当たっては、以下の点に留意する必要があります。
　✓管理監督者でないこと
　✓36協定締結をする者を選出することを明らかにした上で、投票、挙手等の方法で選出すること
　✓使用者の意向に基づいて選出された者でないこと
●さらに、使用者は過半数代表者が協定締結に関する事務を円滑に遂行することができるよう、必要な配慮を行

わなければなりません。

※健康福祉確保措置として望ましい措置
　(1) 医師による面接指導　　(2)深夜業の回数制限　　(3)終業から始業までの休息時間の確保（勤務間インターバル）
　(4)代償休日・特別な休暇の付与　　(5)健康診断　　(6)連続休暇の取得　　(7)心とからだの相談窓口の設置
　(8)配置転換　　(9)産業医等による助言・指導や保健指導

新しい36協定において協定する必要がある事項
労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる場合

新しい36協定において協定する必要がある事項

限度時間を超えることができる回数（年６回以内）
限度時間を超えて労働させることができる場合
✓限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び福祉を確保するための措置※
限度時間を超えた労働に係る割増賃金率
限度時間を超えて労働させる場合における手続

労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる労働者の範囲

対象期間における　✓１日　　✓１か月　　✓１年　について、労働時間を延長して労働させることが
できる時間又は労働させることができる休日

時間外労働＋休日労働の合計が、　✓月100時間未満　　✓２～６か月平均80時間以内　を満たすこと

臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合における
✓１か月の時間外労働＋休日労働の合計時間数（100時間未満）
✓１年の時間外労働時間（720時間以内）

対象期間（１年間に限る） １年の起算日 有効期間

限
度
時
間
を
超
え
る
場
合

●従来の36協定では、延長することができる期間は、「１日」「１日を超えて３か月以内の期間」「１年」とされていましたが、
今回の改正で、「１か月」「１年」の時間外労働に上限が設けられたことから、協定する期間については「１日」「１か月」「１
年」に限ることとなりました。

協定する期間は、「１日」「１か月」「１年」に限ります。

今回の法改正によって法律に時間外労働の上限が規定されたため、36協定で定める必要がある事項が変
わりました。このため、３６協定届の新しい様式を策定しています。

36協定のここが変わります3 36協定の締結に当たって注意すべきポイント

Point1

●１年の上限について算定するために、協定期間の「起算日」を定める必要があります。

協定期間の「起算日」を定める必要があります。Point2

●限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び福祉を確保するための措置を講じなければなりません。

健康及び福祉を確保するための措置Point5

●36協定では「１日」「１か月」「１年」の時間外労働の上限時間を定めます。しかし、今回の法改正では、この上限時間内で
労働させた場合であっても、実際の時間外労働と休日労働の合計が、月100時間以上または２～６か月平均80時間超
となった場合には、法違反となります。

●このため、時間外労働と休日労働の合計を月100時間未満、２～６か月平均80時間以内とすることを、協定する必要
があります。36協定届の新しい様式では、この点について労使で合意したことを確認するためのチェックボックスが
設けられています。

時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、
２～６か月平均80時間以内にすることを協定する必要があります。Point3

●限度時間（月45時間・年360時間）を超える時間外労働を行わせることができるのは、通常予見することのできない業
務量の大幅な増加など、臨時的な特別の事情がある場合に限ります。

限度時間を超えて労働させることができるのは、
「臨時的な特別の事情がある場合」に限ります。Point4

【2章】労働時間法制の見直しについて

臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合の事由については、
できる限り具体的に定めなければなりません。

「業務の都合上必要な場合」「業務上やむを得ない場合」など、恒常的な長時間労働を招くおそれがあるものは
認められません。

●予算、決算業務　●ボーナス商戦に伴う業務の繁忙　●納期のひっ迫
●大規模なクレームへの対応　●機械のトラブルへの対応

臨時的に必要がある場合の例
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【2章】労働時間法制の見直しについて
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労
働
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間

の
延

長
及

び
休

日
の

労
働

は
必

要
最

小
限

に
と

ど
め

ら
れ

る
べ

き
で

あ
り

、
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当

事
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は
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の
こ

と
に

十
分

留
意

し
た

上
で

協
定

す
る

よ
う

に
し

て
く

だ
さ

い
。

な
お
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者
は

協
定

し
た

時
間

数
の

範
囲

内
で

労
働

さ
せ

た
場

合
で

あ
っ

て
も

、労
働

契
約

法
第

５
条

に
基

づ
く

安
全

配
慮

義
務

を
負
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ま
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。
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３６
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。

　
そ
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は
、労

働
者

代
表

の
署

名
又
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が
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以
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の
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。

こ
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が
有

効
と

な
る
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を
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て
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す
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が
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で
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。
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を
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わ

ら
ず

、起
算

日
は
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労
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時
間
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長
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休

日
の
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働

は
必
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最

小
限

に
と

ど
め
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れ

る
べ

き
で

あ
り

、
労

使
当

事
者

は
こ

の
こ

と
に

十
分

留
意

し
た

上
で

協
定

す
る

よ
う

に
し

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、使
用

者
は

協
定

し
た

時
間

数
の
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囲

内
で

労
働

さ
せ

た
場

合
で

あ
っ

て
も

、労
働
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約

法
第

５
条

に
基

づ
く

安
全

配
慮

義
務

を
負

い
ま

す
。

●
３６

協
定

届（
本

様
式

）を
用

い
て

３６
協

定
を

締
結

す
る

こ
と

も
で
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ま

す
。

　
そ

の
場

合
に

は
、労

働
者

代
表

の
署

名
又

は
記

名・
押

印
が

必
要
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す

。
●
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要

事
項
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が

あ
れ

ば
、協

定
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以
外

の
形
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で

も
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き
ま
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。
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協

定
で

締
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た

内
容

を
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本
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２
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９
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２
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は

、記
載

し
な

く
て

も
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が
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が
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。
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の
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を
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の
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。
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定
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期
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が
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。
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び
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の
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は
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に
と

ど
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ら
れ

る
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で
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り

、
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使
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事
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は
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の
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と
に
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分

留
意

し
た

上
で

協
定

す
る

よ
う

に
し
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く

だ
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い
。

な
お

、使
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者
は
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定
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た

時
間

数
の

範
囲

内
で
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働

さ
せ

た
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で
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っ

て
も

、労
働

契
約

法
第

５
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に
基

づ
く

安
全

配
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義
務

を
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い
ま

す
。

●
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定
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本
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式

）を
用

い
て

３６
協
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を

締
結

す
る

こ
と

も
で

き
ま

す
。

　
そ

の
場

合
に

は
、労

働
者
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の
署

名
又

は
記
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押
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が

必
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で
す

。
●
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が

あ
れ

ば
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定
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以
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の
形
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で

も
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出
で

き
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。

こ
の

協
定

が
有
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と
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る

期
間

を
定

め
て

く
だ

さ
い

。１
年

間
と

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
で

す
。
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号

・
法

人
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を
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て
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。
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た
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を
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さ

い
。そ

の
１

年
間

に
お

い
て

は
協

定
の

有
効

期
間

に
か

か
わ

ら
ず

、起
算

日
は

同
一

の
日

で
あ

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。

時
間

外
労

働
と

法
定

休
日

労
働

を
合

計
し

た
時

間
数

は
、

月
10

0時
間

未
満

、２
～

６
か

月
平

均
80

時
間

以
内

で
な

け
れ

ば
い

け
ま

せ
ん

。こ
れ

を
労

使
で

確
認

の
上

、必
ず

チ
ェ

ッ
ク

を
入

れ
て

く
だ

さ
い

。チ
ェ

ッ
ク

ボ
ッ

ク
ス

に
チ

ェ
ッ

ク
が

な
い

場
合

に
は

、
有

効
な

協
定

届
と

は
な

り
ま

せ
ん

。

対
象

期
間

が
３

か
月

を
超

え
る

１
年

単
位

の
変

形
労

働
時

間
制

が
適

用
さ

れ
る

労
働

者
に

つ
い

て
は

、②
の

欄
に

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。

労
働

者
の

過
半

数
で

組
織

す
る

労
働

組
合

が
無

い
場

合
に

は
、３

６
協

定
の

締
結

を
す

る
者

を
選

ぶ
こ

と
を

明
確

に
し

た
上

で
、投

票
・

挙
手

等
の

方
法

で
労

働
者

の
過

半
数

代
表

者
を

選
出

し
、選

出
方

法
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。
使

用
者

に
よ

る
指

名
や

、使
用

者
の

意
向

に
基

づ
く

選
出

は
認

め
ら

れ
ま

せ
ん

。

事
業

場（
工

場
、支

店
、営

業
所

等
）

ご
と

に
協

定
し

て
く

だ
さ

い
。

管
理

監
督

者
は

労
働

者
代

表
に

は
な

れ
ま

せ
ん

。

押
印

も
必

要
で

す
。

協
定

書
を

兼
ね

る
場

合
に

は
、労

働
者

代
表

の
署

名
又

は
記

名・
押

印
が

必
要

で
す

。

事
由

は
具

体
的

に
定

め
て

く
だ

さ
い

。
業

務
の

範
囲

を
細

分
化

し
、

明
確

に
定

め
て

く
だ

さ
い

。

１
日

の
法

定
労

働
時

間
を

超
え

る
時

間
数

を
定

め
て

く
だ

さ
い

。

１
か

月
の

法
定

労
働

時
間

を
超

え
る

時
間

数
を

定
め

て
く

だ
さ

い
。①

は
45

時
間

以
内

、②
は

42
時

間
以

内
で

す
。

１
年

の
法

定
労

働
時

間
を

超
え

る
時

間
数

を
定

め
て

く
だ

さ
い

。①
は

36
0時

間
以

内
、②

は
32

0時
間

以
内

で
す

。

金
属

製
品

製
造

業 受
注

の
集

中

臨
時

の
受

注
、納

期
変

更

受
注

の
集

中

臨
時

の
受

注
、納

期
変

更

製
品

不
具

合
へ

の
対

応

月
末

の
決

算
事

務

棚
卸

設
計

機
械

組
立

設
計

機
械

組
立

土
日

祝
日

土
日

祝
日

１
か

月
に１

日

１
か

月
に１

日

８：
３０

～
１７

：３
０

８：
３０

～
１７

：３
０

検
査

経
理

購
買

７
．５

時
間

７
．５

時
間

７
．５

時
間

７
．５

時
間

７
．５

時
間

3時
間

2時
間

2時
間

3時
間

3時
間

30
時

間

15
時

間

15
時

間

20
時

間

20
時

間

40
時

間

25
時

間

25
時

間

30
時

間

30
時

間

37
0時

間

27
0時

間

27
0時

間

32
0時

間

32
0時

間

25
0時

間

15
0時

間

15
0時

間

20
0時

間

20
0時

間

3．
５

時
間

2．
５

時
間

2．
５

時
間

3．
５

時
間

3．
５

時
間

10
人

20
人

10
人

20
人

10
人

5人 5人

00
0 

　
00

00
00

0　
00

00
　

　
00

00
00

00
年

４
月

１
日

か
ら１

年
間

00
00

年
４

月
１

日

○
○

金
属

工
業

株
式

会
社

　
○

○
工

場
○

○
市

○
○

町
１－

２－
３

３６
協

定
届

の
記

載
例（

特
別

条
項

） 
（

 様
式

第
９

号
の

２（
第

16
条

第
１

項
関

係
） 

）

労
働

時
間

の
延

長
及

び
休

日
の

労
働

は
必

要
最

小
限

に
と

ど
め

ら
れ

る
べ

き
で

あ
り

、
労

使
当

事
者

は
こ

の
こ

と
に

十
分

留
意

し
た

上
で

協
定

す
る

よ
う

に
し

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、使
用

者
は

協
定

し
た

時
間

数
の

範
囲

内
で

労
働

さ
せ

た
場

合
で

あ
っ

て
も

、労
働

契
約

法
第

５
条

に
基

づ
く

安
全

配
慮

義
務

を
負

い
ま

す
。

●
３６

協
定

届（
本

様
式

）を
用

い
て

３６
協

定
を

締
結

す
る

こ
と

も
で

き
ま

す
。

　
そ

の
場

合
に

は
、労

働
者

代
表

の
署

名
又

は
記

名・
押

印
が

必
要

で
す

。
●

必
要

事
項

の
記

載
が

あ
れ

ば
、協

定
届

様
式

以
外

の
形

式
で

も
届

出
で

き
ま

す
。

３６
協

定
で

締
結

し
た

内
容

を
協

定
届（

本
様

式
）に

転
記

し
て

届
け

出
て

く
だ

さ
い

。
臨

時
的

に
限

度
時

間
を

超
え

て
労

働
さ

せ
る

場
合

に
は

様
式

９
号

の
２

の
協

定
届

の
届

出
が

必
要

で
す

。
様

式
第

９
号

の
２

は
、 

・限
度

時
間

内
の

時
間

外
労

働
に

つ
い

て
の

届
出

書（
１

枚
目

）と
、 

・限
度

時
間

を
超

え
る

時
間

外
労

働
に

つ
い

て
の

届
出

書（
２

枚
目

） 
の

２
枚

の
記

載
が

必
要

で
す

。

３６
協

定
の

届
出

は
電

子
申

請
で

も
行

え
ま

す
。

（
任

意
）の

欄
は

、記
載

し
な

く
て

も
構

い
ま

せ
ん

。

1枚
目

（
表

面
）

対
象

期
間

が
３

か
月

を
超

え
る

１
年

単
位

の
変

形
労

働
時

間
制

が
適

用
さ

れ
る

労
働

者
に

つ
い

て
は

、②
の

欄
に

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。

事
業

場（
工

場
、支

店
、営

業
所

等
）

ご
と

に
協

定
し

て
く

だ
さ

い
。

事
由

は
具

体
的

に
定

め
て

く
だ

さ
い

。
業

務
の

範
囲

を
細

分
化

し
、

明
確

に
定

め
て

く
だ

さ
い

。

１
日

の
法

定
労

働
時

間
を

超
え

る
時

間
数

を
定

め
て

く
だ

さ
い

。

１
か

月
の

法
定

労
働

時
間

を
超

え
る

時
間

数
を

定
め

て
く

だ
さ

い
。①

は
45

時
間

以
内

、②
は

42
時

間
以

内
で

す
。

１
年

の
法

定
労

働
時

間
を

超
え

る
時

間
数

を
定

め
て

く
だ

さ
い

。①
は

36
0時

間
以

内
、②

は
32

0時
間

以
内

で
す

。

こ
の

協
定

が
有

効
と

な
る

期
間

を
定

め
て

く
だ

さ
い

。１
年

間
と

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
で

す
。

労
働

保
険

番
号

・
法

人
番

号
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。

１
年

間
の

上
限

時
間

を
計

算
す

る
際

の
起

算
日

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。そ

の
１

年
間

に
お

い
て

は
協

定
の

有
効

期
間

に
か

か
わ

ら
ず

、起
算

日
は

同
一

の
日

で
あ

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。
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【2章】労働時間法制の見直しについて

●年次有給休暇は、原則として、労働者が請求する時季に与えることとされていますが、職場への配慮やためらい等の
理由から取得率が低調な現状にあり、年次有給休暇の取得促進が課題となっています 。

●このため、今般、労働基準法が改正され、2019年４月から、全ての企業において、年10日以上の年次有給休暇が付与
される労働者に対して、年次有給休暇の日数のうち年５日については、使用者が時季を指定して取得させることが必
要となりました。

●ただし、2019年４月より前に付与していた年次有給休暇については、年５日取得させる義務の対象とはなりません。
2019年４月１日以後、最初に年10日以上の年次有給休暇を付与した日（基準日）から、年５日確実に取得させる義務の
対象となります。

◆対象者は、年次有給休暇が10日以上付与される労働者（管理監督者を含む）に限ります。
◆労働者ごとに、年次有給休暇を付与した日（基準日）から１年以内に５日について、使用者が取得時季を指定して与え

る必要があります。
（※）使用者は、時季指定に当たっては、労働者の意見を聴取し、その意見を尊重するよう努めなければなりません。
◆年次有給休暇を５日以上取得済みの労働者に対しては、使用者による時季指定は不要です。

（※）労働者が自ら申し出て取得した日数や、労使協定で取得時季を定めて与えた日数（計画的付与）については、５日から控除することができます。 

（※）半日単位の年休は5日から控除することができますが、時間単位の年休は5日から控除することができません。

労働者が自ら５日取得した場合
労働者が自ら３日取得＋計画的付与２日の場合
労働者が自ら３日取得した場合
計画的付与で２日取得した場合

使用者の時季指定は不要
　　　　　〃
使用者は２日を時季指定
　　〃　３日　　〃

⇒
⇒
⇒
⇒

（例）

（※）年次有給休暇（労働基準法第39条）
雇入れの日から起算して６か月継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した労働者（管理監督者を含む）には、年10日の有給休暇が
付与されます。
継続勤務６年６か月で年20日が限度となります。
パートタイム労働者など所定労働日数が少ない労働者については、所定労働日数に応じた日数の有給休暇が比例付与されます。

労働者の申出による取得（原則）

労働者が使用者に
取得時季を申出

労働者 使用者
「○月×日に
休みます」

使用者の時季指定による取得（新設）
使用者が労働者に
取得時季の意見を聴取

労働者の意見を尊重し
使用者が取得時季を指定

労働者 使用者「○月×日に
休んでください」

【（例）4/1入社の場合】

4/1
入社

4/110/1 9/30

１０/１～翌９/３０までの１年間に５日
取得時季を指定しなければならない。

１０日付与（基準日）

突
発

的
な

仕
様

変
更

、新
シ

ス
テ

ム
の

導
入

労
働

者
代

表
者

に
対

す
る

事
前

申
し

入
れ

対
象

労
働

者
へ

の
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

の
実

施
、対

象
労

働
者

に１
１

時
間

の
勤

務
間

イ
ン

タ
ー

バ
ル

を
設

定
職

場
で

の
時

短
対

策
会

議
の

開
催

①
、③

、⑩

製
品

ト
ラ

ブ
ル・

大
規

模
な

ク
レ

ー
ム

へ
の

対
応

機
械

ト
ラ

ブ
ル

へ
の

対
応

設
計

検
査

機
械

組
立

6．
５

時
間

6．
５

時
間

6．
５

時
間

6時
間

6時
間

6時
間

90
時

間

90
時

間

80
時

間

３５
％

３５
％

３５
％

３５
％

３５
％

３５
％

70
0時

間

60
0時

間

50
0時

間

82
0時

間

72
0時

間

62
0時

間

10
0時

間

10
0時

間

90
時

間

６
回

６
回 4回

10
人

20
人

10
人

00
00

年
４

月
１

日

投
票

に
よ

る
選

挙

検
査

課
主

任
山

田
花

子

工
場

長
田

中
太

郎

00
00

　
　

　
3　

　
 1

2

00
00

　
　

　
3　

　
 1

5

○
　

○

労
働

時
間

の
延

長
及

び
休

日
の

労
働

は
必

要
最

小
限

に
と

ど
め

ら
れ

る
べ

き
で

あ
り

、
労

使
当

事
者

は
こ

の
こ

と
に

十
分

留
意

し
た

上
で

協
定

す
る

よ
う

に
し

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、使
用

者
は

協
定

し
た

時
間

数
の

範
囲

内
で

労
働

さ
せ

た
場

合
で

あ
っ

て
も

、労
働

契
約

法
第

５
条

に
基

づ
く

安
全

配
慮

義
務

を
負

い
ま

す
。

2枚
目

（
裏
面
）

限
度

時
間

を
超

え
て

労
働

さ
せ

る
場

合
に

と
る

手
続

き
に

つ
い

て
定

め
て

く
だ

さ
い

。

限
度

時
間

を
超

え
た

労
働

者
に

対
し

、裏
面

の
記

載
心

得
１（

９
）①

～
⑩

の
健

康
確

保
措

置
の

い
ず

れ
か

の
措

置
を

講
ず

る
こ

と
を

定
め

て
く

だ
さ

い
。

事
由

は
一

時
的

ま
た

は
突

発
的

に
時

間
外

労
働

を
行

わ
せ

る
必

要
の

あ
る

も
の

に
限

り
、で

き
る

限
り

具
体

的
に

定
め

な
け

れ
ば

な
り

ま
せ

ん
。

「
業

務
の

都
合

上
必

要
な

と
き

」「
業

務
上

や
む

を
得

な
い

と
き

」な
ど

恒
常

的
な

長
時

間
労

働
を

招
く

お
そ

れ
が

あ
る

も
の

は
認

め
ら

れ
ま

せ
ん

。

業
務

の
範

囲
を

細
分

化
し

、明
確

に
定

め
て

く
だ

さ
い

。

月
の

時
間

外
労

働
の

限
度

時
間（

月
45

時
間

又
は

42
時

間
）を

超
え

て
労

働
さ

せ
る

回
数

を
定

め
て

く
だ

さ
い

。
年

６
回

以
内

に
限

り
ま

す
。

限
度

時
間

を
超

え
て

時
間

外
労

働
を

さ
せ

る
場

合
の

割
増

賃
金

率
を

定
め

て
く

だ
さ

い
。

こ
の

場
合

、法
定

の
割

増
率（

25
%

）を
超

え
る

割
増

率
と

な
る

よ
う

努
め

て
く

だ
さ

い
。

限
度

時
間（

年
36

0時
間

ま
た

は
32

0時
間

）を
超

え
て

労
働

さ
せ

る
１

年
の
時
間
外
労
働（
休

日
労
働
は
含
み
ま
せ

ん
）の
時
間
数

を
定

め
て

く
だ

さ
い

。年
72
0時

間
以
内

に
限

り
ま

す
。

限
度

時
間

を
超

え
て

時
間

外
労

働
を

さ
せ

る
場

合
の

割
増

賃
金

率
を

定
め

て
く

だ
さ

い
。

こ
の

場
合

、法
定

の
割

増
率

（
2

5
%

）を
超

え
る

割
増

率
と

な
る

よ
う

努
め

て
く

だ
さ

い
。

１
年

間
の

上
限

時
間

を
計

算
す

る
際

の
起

算
日

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。そ

の
１

年
間

に
お

い
て

は
協

定
の

有
効

期
間

に
か

か
わ

ら
ず

、起
算

日
は

同
一

の
日

で
あ

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。

限
度

時
間（

月
45

時
間

又
は

42
時

間
）を

超
え

て
労

働
さ

せ
る

場
合

の
、１

か
月

の
時
間
外
労
働
と
休
日
労
働
の

合
計
の
時
間
数

を
定

め
て

く
だ

さ
い

。
月
10
0時
間
未
満

に
限

り
ま

す
。

な
お

、こ
の

時
間

数
を

満
た

し
て

い
て

も
、２
～
６
か
月
平
均
で
月
80
時
間

を
超

え
て

は
い

け
ま

せ
ん

。

時
間

外
労

働
と

法
定

休
日

労
働

を
合

計
し

た
時

間
数

は
、月

10
0時

間
未

満
、２

～
６

か
月

平
均

80
時

間
以

内
で

な
け

れ
ば

い
け

ま
せ

ん
。こ

れ
を

労
使

で
確

認
の

上
、必

ず
チ

ェ
ッ

ク
を

入
れ

て
く

だ
さ

い
。チ

ェ
ッ

ク
ボ

ッ
ク

ス
に

チ
ェ

ッ
ク

が
な

い
場

合
に

は
、有

効
な

協
定

届
と

は
な

り
ま

せ
ん

。

管
理

監
督

者
は

労
働

者
代

表
に

は
な

れ
ま

せ
ん

。

押
印

も
必

要
で

す
。

協
定

書
を

兼
ね

る
場

合
に

は
、労

働
者

代
表

の
署

名
又

は
記

名・
押

印
が

必
要

で
す

。

労
働

者
の

過
半

数
で

組
織

す
る

労
働

組
合

が
無

い
場

合
に

は
、３

６
協

定
の

締
結

を
す

る
者

を
選

ぶ
こ

と
を

明
確

に
し

た
上

で
、投

票・
挙

手
等

の
方

法
で

労
働

者
の

過
半

数
代

表
者

を
選

出
し

、選
出

方
法

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

使
用

者
に

よ
る

指
名

や
、使

用
者

の
意

向
に

基
づ

く
選

出
は

認
め

ら
れ

ま
せ

ん
。

労働基準法では、労働者の心身のリフレッシュを図ることを目的として、一定の要件を満たす労働者に対
し、毎年一定日数の年次有給休暇を与えることを規定しています。（※）
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【2章】労働時間法制の見直しについて

●年次有給休暇は、原則として、労働者が請求する時季に与えることとされていますが、職場への配慮やためらい等の
理由から取得率が低調な現状にあり、年次有給休暇の取得促進が課題となっています 。

●このため、今般、労働基準法が改正され、2019年４月から、全ての企業において、年10日以上の年次有給休暇が付与
される労働者に対して、年次有給休暇の日数のうち年５日については、使用者が時季を指定して取得させることが必
要となりました。

●ただし、2019年４月より前に付与していた年次有給休暇については、年５日取得させる義務の対象とはなりません。
2019年４月１日以後、最初に年10日以上の年次有給休暇を付与した日（基準日）から、年５日確実に取得させる義務の
対象となります。

◆対象者は、年次有給休暇が10日以上付与される労働者（管理監督者を含む）に限ります。
◆労働者ごとに、年次有給休暇を付与した日（基準日）から１年以内に５日について、使用者が取得時季を指定して与え

る必要があります。
（※）使用者は、時季指定に当たっては、労働者の意見を聴取し、その意見を尊重するよう努めなければなりません。
◆年次有給休暇を５日以上取得済みの労働者に対しては、使用者による時季指定は不要です。

（※）労働者が自ら申し出て取得した日数や、労使協定で取得時季を定めて与えた日数（計画的付与）については、５日から控除することができます。 

（※）半日単位の年休は5日から控除することができますが、時間単位の年休は5日から控除することができません。

労働者が自ら５日取得した場合
労働者が自ら３日取得＋計画的付与２日の場合
労働者が自ら３日取得した場合
計画的付与で２日取得した場合

使用者の時季指定は不要
　　　　　〃
使用者は２日を時季指定
　　〃　３日　　〃

⇒
⇒
⇒
⇒

（例）

（※）年次有給休暇（労働基準法第39条）
雇入れの日から起算して６か月継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した労働者（管理監督者を含む）には、年10日の有給休暇が
付与されます。
継続勤務６年６か月で年20日が限度となります。
パートタイム労働者など所定労働日数が少ない労働者については、所定労働日数に応じた日数の有給休暇が比例付与されます。

労働者の申出による取得（原則）

労働者が使用者に
取得時季を申出

労働者 使用者
「○月×日に
休みます」

使用者の時季指定による取得（新設）
使用者が労働者に
取得時季の意見を聴取

労働者の意見を尊重し
使用者が取得時季を指定

労働者 使用者「○月×日に
休んでください」

【（例）4/1入社の場合】

4/1
入社

4/110/1 9/30

１０/１～翌９/３０までの１年間に５日
取得時季を指定しなければならない。
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議
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６
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00
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４
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課
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○

労
働

時
間
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延

長
及

び
休

日
の

労
働

は
必

要
最

小
限

に
と

ど
め

ら
れ

る
べ

き
で

あ
り

、
労

使
当

事
者

は
こ

の
こ

と
に

十
分

留
意

し
た

上
で

協
定

す
る

よ
う

に
し

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、使
用

者
は

協
定

し
た

時
間

数
の

範
囲

内
で

労
働

さ
せ

た
場

合
で

あ
っ

て
も

、労
働

契
約

法
第

５
条

に
基

づ
く

安
全

配
慮

義
務

を
負

い
ま

す
。

2枚
目

（
裏
面
）

限
度

時
間

を
超

え
て

労
働

さ
せ

る
場

合
に

と
る

手
続

き
に

つ
い

て
定

め
て

く
だ

さ
い

。

限
度

時
間

を
超

え
た

労
働

者
に

対
し

、裏
面

の
記

載
心

得
１（

９
）①

～
⑩

の
健

康
確

保
措

置
の

い
ず

れ
か

の
措

置
を

講
ず

る
こ

と
を

定
め

て
く

だ
さ

い
。

事
由

は
一

時
的

ま
た

は
突

発
的

に
時

間
外

労
働

を
行

わ
せ

る
必

要
の

あ
る

も
の

に
限

り
、で

き
る

限
り

具
体

的
に

定
め

な
け

れ
ば

な
り

ま
せ

ん
。

「
業

務
の

都
合

上
必

要
な

と
き

」「
業

務
上

や
む

を
得

な
い

と
き

」な
ど

恒
常

的
な

長
時

間
労

働
を

招
く

お
そ

れ
が

あ
る

も
の

は
認

め
ら

れ
ま

せ
ん

。

業
務

の
範

囲
を

細
分

化
し

、明
確

に
定

め
て

く
だ

さ
い

。

月
の

時
間

外
労

働
の

限
度

時
間（

月
45

時
間

又
は

42
時

間
）を

超
え

て
労

働
さ

せ
る

回
数

を
定

め
て

く
だ

さ
い

。
年

６
回

以
内

に
限

り
ま

す
。

限
度

時
間

を
超

え
て

時
間

外
労

働
を

さ
せ

る
場

合
の

割
増

賃
金

率
を

定
め

て
く

だ
さ

い
。

こ
の

場
合

、法
定

の
割

増
率（

25
%

）を
超

え
る

割
増

率
と

な
る

よ
う

努
め

て
く

だ
さ

い
。

限
度

時
間（

年
36

0時
間

ま
た

は
32

0時
間

）を
超

え
て

労
働

さ
せ

る
１

年
の
時
間
外
労
働（
休

日
労
働
は
含
み
ま
せ

ん
）の
時
間
数

を
定

め
て

く
だ

さ
い

。年
72
0時

間
以
内

に
限

り
ま

す
。

限
度

時
間

を
超

え
て

時
間

外
労

働
を

さ
せ

る
場

合
の

割
増

賃
金

率
を

定
め

て
く

だ
さ

い
。

こ
の

場
合

、法
定

の
割

増
率

（
2

5
%

）を
超

え
る

割
増

率
と

な
る

よ
う

努
め

て
く

だ
さ

い
。

１
年

間
の

上
限

時
間

を
計

算
す

る
際

の
起

算
日

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。そ

の
１

年
間

に
お

い
て

は
協

定
の

有
効

期
間

に
か

か
わ

ら
ず

、起
算

日
は

同
一

の
日

で
あ

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。

限
度

時
間（

月
45

時
間

又
は

42
時

間
）を

超
え

て
労

働
さ

せ
る

場
合

の
、１

か
月

の
時
間
外
労
働
と
休
日
労
働
の

合
計
の
時
間
数

を
定

め
て

く
だ

さ
い

。
月
10
0時
間
未
満

に
限

り
ま

す
。

な
お

、こ
の

時
間

数
を

満
た

し
て

い
て

も
、２
～
６
か
月
平
均
で
月
80
時
間

を
超

え
て

は
い

け
ま

せ
ん

。

時
間

外
労

働
と

法
定

休
日

労
働

を
合

計
し

た
時

間
数

は
、月

10
0時

間
未

満
、２

～
６

か
月

平
均

80
時

間
以

内
で

な
け

れ
ば

い
け

ま
せ

ん
。こ

れ
を

労
使

で
確

認
の

上
、必

ず
チ

ェ
ッ

ク
を

入
れ

て
く

だ
さ

い
。チ

ェ
ッ

ク
ボ

ッ
ク

ス
に

チ
ェ

ッ
ク

が
な

い
場

合
に

は
、有

効
な

協
定

届
と

は
な

り
ま

せ
ん

。

管
理

監
督

者
は

労
働

者
代

表
に

は
な

れ
ま

せ
ん

。

押
印

も
必

要
で

す
。

協
定

書
を

兼
ね

る
場

合
に

は
、労

働
者

代
表

の
署

名
又

は
記

名・
押

印
が

必
要

で
す

。

労
働

者
の

過
半

数
で

組
織

す
る

労
働

組
合

が
無

い
場

合
に

は
、３

６
協

定
の

締
結

を
す

る
者

を
選

ぶ
こ

と
を

明
確

に
し

た
上

で
、投

票・
挙

手
等

の
方

法
で

労
働

者
の

過
半

数
代

表
者

を
選

出
し

、選
出

方
法

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

使
用

者
に

よ
る

指
名

や
、使

用
者

の
意

向
に

基
づ

く
選

出
は

認
め

ら
れ

ま
せ

ん
。

労働基準法では、労働者の心身のリフレッシュを図ることを目的として、一定の要件を満たす労働者に対
し、毎年一定日数の年次有給休暇を与えることを規定しています。（※）
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※法定の基準日と異なり、
●入社日から年次有給休暇を付与する場合や、
●全社的に年次有給休暇の起算日を合わせるために２年目以降に付与日を変える場合などについては、以下のような取扱いとなります。

①法定の基準日（雇入れの日から半年後）より前に10日以上の年次有給休暇を付与する場合
　⇒使用者は付与した日から１年以内に５日指定して取得させなければなりません。

（例）
4/1入社時に
10日付与する場合 4/1入社 3/3110/1 9/30

５日取得
通常は１０/１～翌９/３０までの１年間に５日取得させること
になるが、４/１に前倒しで付与した場合には、４/１～翌３/３１
までの１年間に５日取得させなければならない。

１０日付与 法定の基準日

②入社した年と翌年で年次有給休暇の付与日が異なるため、５日の指定義務がかかる１年間の期間に重複が生じる場合（全社
的に起算日を合わせるために入社２年目以降の社員への付与日を統一する場合など）

　⇒重複が生じるそれぞれの期間を通じた期間（前の期間の始期から後の期間の終期までの期間）の長さに応じた日数（比例
按分した日数）を、当該期間に取得させることも認められます。
（例）
４/１入社で、
初年度は１０/１に付与
翌年度は４/１に付与する場合 4/1入社 4/110/1 9/30 3/31

５日取得
５日取得

7.５日以上取得

通常は１年目の１０/１～翌９/３０までの１年間に５日取得さ
せ、２年目の４/１～翌３/３１までの１年間に５日取得させるこ
とになるが、期間の重複が生じるため管理が複雑になる。

この場合には、１０/１～翌 ３々/３１までの期間（18箇月）に、
５日÷12×18＝７．５日以上取得させることも認められる。

１年目の付与日（10日付与） ２年目の付与日（11日付与）

③上記①・②の期間経過後は当該期間の最終日の翌日からの１年間に５日の指定義務がかかります。

（例）
上記①の場合

4/1入社 3/31 4/110/1

①の期間

3/31
５日取得

次の期間
５日取得

１０日付与 法定の基準日

（例）
上記②の場合

4/1入社 9/304/110/1

②の期間

3/31 3/314/1
７．５日以上取得

次の期間
５日取得

１年目の付与日 2年目の付与日

④10日のうち一部を法定の基準日より前倒しで付与し、労働者が自ら年次有給休暇を取得した場合
　⇒分割して前倒しで付与した場合には、付与日数の合計が10日に達した日からの１年間に５日の指定義務がかかります。当該

日以前に、分割して前倒しで付与した年次有給休暇について労働者が自ら取得していた場合には、取得した日数を５日の指
定義務から控除することができます。

（例）
４/１入社時に
５日付与し、７/１に
残り５日付与する場合 4/1入社 7/1 6/30

５日取得

７/１～翌６/３０までの１年間に５日取得させることが必要。

ただし、４/１～６/３０までに労働者が自ら年次有給休暇を取得し
ていた場合には、取得した日数を５日から控除することができる。

5日付与 5日付与 ←合計10日に到達

■年次有給休暇管理簿

時季、日数及び基準日を労働者ごとに明らかにした書類（年次有給休暇管理簿）を作成し、当該年休を与えた期間
中及び当該期間の満了後３年間保存しなければなりません。
（年次有給休暇管理簿は労働者名簿または賃金台帳とあわせて調製することができます。また、必要なときにいつ

でも出力できる仕組みとした上で、システム上で管理することも差し支えありません。）

使用者は、労働者ごとに年次有給休暇管理簿を作成し、３年間保存し
なければなりません。

休暇に関する事項は就業規則の絶対的必要記載事項（労働基準法第89条）であるため、使用者による
年次有給休暇の時季指定を実施する場合は、時季指定の対象となる労働者の範囲及び時季指定の方
法等について、就業規則に記載しなければなりません。

（規定例）第○条
 １項～ ４項（略（モデル就業規則を参照））

 5　第１項又は第２項の年次有給休暇が10日以上与えられた労働者に対しては、第３項の規定にかかわらず、付与日
から１年以内に、当該労働者の有する年次有給休暇日数のうち５日について、会社が労働者の意見を聴取し、その
意見を尊重した上で、あらかじめ時季を指定して取得させる。ただし、労働者が第３項又は第４項の規定による年
次有給休暇を取得した場合においては、当該取得した日数分を５日から控除するものとする。

ここも注目　～就業規則による規定～

2019/
4/4（木）

2019/
5/7（火）

2019/
6/3（月）

2019/
7/1（月）

2019/
8/1（木）

2019/
8/13（火）

2019/
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2019/
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2019/
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2019/
10/9（水）

2019/
11/5（火）

2019/
12/6（金）

2020/
1/14（火）

2020/
2/10（月）

2020/
3/19（木）

2020/
3/20（金）

基準日から１年以内の期
間における年次有給休
暇の付与日数

年次有給休暇を取得し
た日付

年次有給休暇
取得日数

18日

基準日（労働基準法第
39条第７項関係） 2019/4/1

時季（年次有給休暇を取得した日付）

（例）労働者名簿または賃金台帳に以下のような必要事項を盛り込んだ表を追加する。

【2章】労働時間法制の見直しについて

（補足）基準日が２つ存在する場合（※P15参照）には、基準
日を２つ記載する必要があります。

（補足）基準日から１年以内の期間における年休取得日数
（基準日が２つ存在する場合（※P15参照）には１つ目
の基準日から２つ目の基準日の１年後までの期間に
おける年休取得日数）を記載する必要があります。

日数

基準日
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産業医・産業保健機能の強化6

１　産業医の活動環境の整備
産業医の独立性・中立性の強化

（１）産業医は、労働者の健康管理等を行うのに必要な知識に基づいて誠実にその職務を行わなければなりません。
長時間労働者等の健康確保対策の強化

（２）事業者は、産業医の勧告を受けたときは、遅滞なく、勧告の内容等を衛生委員会等に報告しなければなりません。
（産業医の選任義務のある労働者数50人以上の事業場）

（３）事業者は、産業医等による労働者からの健康相談に応じ、適切に対応するために必要な体制整備等を講ずるように努めな
ければなりません。
産業医の業務内容等の周知

（４）産業医等を選任した事業者は、その事業場における産業医等の業務の内容等（※１）を、常時各作業場の見やすい場所に掲
示し、又は備え付けること等により、労働者に周知（※２）させなければなりません。 （産業医の選任義務のある労働者数50人以上の事業場は義

務、産業医の選任義務のない労働者の健康管理等を行う医師又は保健師を選任した50人未満の事業場は努力義務）

（※１）労働者に周知させなければならないもの
ア　その事業場における産業医の業務の具体的な内容
イ　産業医に対する健康相談の申出の方法
ウ　産業医による心身の状態に関する情報の取扱いの方法

（※２）労働者に周知させる方法
ア　常時各作業場の見やすい場所に掲示し、又は備え付けること
イ　書面を労働者に交付すること
ウ　磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、各作業

場に労働者が当該記録の内容を常時確認できる機器を設置すること

２　労働者の健康管理等に必要な情報の産業医への提供等
労働者の健康管理等に必要な情報の産業医への提供

（１）産業医等を選任した事業者は、産業医等に対し、労働時間に関する情報等（※１）を提供（※２）しなければなりません。
（産業医の選任義務のある労働者数50人以上の事業場は義務、産業医の選任義務のない労働者の健康管理等を行う医師又は保健師を選任した50人未満の事業場は努力義務）

（２）事業者は、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合を除き、労働者の心身の状態に関する情報を収集し、保管
し、又は使用するに当たっては、労働者の健康の確保に必要な範囲で労働者の心身の状態に関する情報を収集し、並びに当該
収集の目的の範囲内でこれを保管し、及び使用しなければなりません。　　　　　　　　　　　　　　　※じん肺法も同様の改正

●産業医とは：事業場において、労働者の健康を保持するための措置、作業環境の維持管理、作業の管理、健康管理等
を行う医師。常時使用する労働者が50人以上の事業場において選任義務があります。

●衛生委員会とは：事業場において、労働者の健康障害を防止するための事項等を調査審議する会議です。常時使用
する労働者が50人以上の事業場において設置義務があります。

産業医・産業保健機能の強化について

（※１）産業医に対して提供する情報
ア　既に講じた健康診断実施後の措置、長時間労働者に対する面接指導実施後の措置若しくは労働者の心理的な負担の程度を把握するた

めの検査の結果に基づく面接指導実施後の措置又は講じようとするこれらの措置の内容に関する情報（これらの措置を講じない場合に
あっては、その旨及びその理由）

イ　休憩時間を除き１週間当たり40時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間が１月当たり80時間を超えた労働者の氏名及び
当該労働者に係る当該超えた時間に関する情報

ウ　ア及びイに掲げるもののほか、労働者の業務に関する情報であって産業医が労働者の健康管理等を適切に行うために必要と認めるもの
（※2）産業医に対する情報の提供方法
アに掲げる情報：健康診断の結果についての医師等からの意見聴取、面接指導の結果についての医師からの意見聴取又は労働者の心理的
な負担の程度を把握するための検査の結果に基づく面接指導の結果についての医師からの意見聴取を行った後、遅滞なく提供すること。
イに掲げる情報：当該超えた時間の算定を行った後、速やかに提供すること。
ウに掲げる情報：産業医から当該情報の提供を求められた後、速やかに提供すること。労働者の健康情報の適正な取扱いの確保

月60時間超の残業割増賃金率
大企業は ５０％
中小企業は ２５％

（現在）

25%25%中小企業

50%25%大企業

60時間超60時間以下

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間

を超える労働時間

月60時間超の残業割増賃金率
大企業、中小企業ともに５０％
※中小企業の割増賃金率を引上げ

（改正後） 2023年4月1日施行

50%25%中小企業

50%25%大企業

60時間超60時間以下

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間

を超える労働時間

中小企業に対する月60時間超の
時間外労働の割増賃金率の適用
猶予見直し

5

■2023年4月1日から、月60時間を超える残業は、割増賃金率が上がります

業種 資本金の額
または出資の総額

常時使用する
労働者または

小売業 5,000万円以下 50人以下または

サービス業 5,000万円以下 100人以下または

卸売業 1億円以下 100人以下または

その他
（製造業、建設業、

運輸業、その他）
3億円以下 300人以下または

※中小企業の定義は、以下のとおりです（事業場単位ではなく、企業単位で判断します）。

【2章】労働時間法制の見直しについて
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（産業医の選任義務のある労働者数50人以上の事業場は義務、産業医の選任義務のない労働者の健康管理等を行う医師又は保健師を選任した50人未満の事業場は努力義務）

（２）事業者は、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合を除き、労働者の心身の状態に関する情報を収集し、保管
し、又は使用するに当たっては、労働者の健康の確保に必要な範囲で労働者の心身の状態に関する情報を収集し、並びに当該
収集の目的の範囲内でこれを保管し、及び使用しなければなりません。　　　　　　　　　　　　　　　※じん肺法も同様の改正

●産業医とは：事業場において、労働者の健康を保持するための措置、作業環境の維持管理、作業の管理、健康管理等
を行う医師。常時使用する労働者が50人以上の事業場において選任義務があります。

●衛生委員会とは：事業場において、労働者の健康障害を防止するための事項等を調査審議する会議です。常時使用
する労働者が50人以上の事業場において設置義務があります。

産業医・産業保健機能の強化について

（※１）産業医に対して提供する情報
ア　既に講じた健康診断実施後の措置、長時間労働者に対する面接指導実施後の措置若しくは労働者の心理的な負担の程度を把握するた

めの検査の結果に基づく面接指導実施後の措置又は講じようとするこれらの措置の内容に関する情報（これらの措置を講じない場合に
あっては、その旨及びその理由）

イ　休憩時間を除き１週間当たり40時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間が１月当たり80時間を超えた労働者の氏名及び
当該労働者に係る当該超えた時間に関する情報

ウ　ア及びイに掲げるもののほか、労働者の業務に関する情報であって産業医が労働者の健康管理等を適切に行うために必要と認めるもの
（※2）産業医に対する情報の提供方法
アに掲げる情報：健康診断の結果についての医師等からの意見聴取、面接指導の結果についての医師からの意見聴取又は労働者の心理的
な負担の程度を把握するための検査の結果に基づく面接指導の結果についての医師からの意見聴取を行った後、遅滞なく提供すること。
イに掲げる情報：当該超えた時間の算定を行った後、速やかに提供すること。
ウに掲げる情報：産業医から当該情報の提供を求められた後、速やかに提供すること。労働者の健康情報の適正な取扱いの確保

月60時間超の残業割増賃金率
大企業は ５０％
中小企業は ２５％

（現在）

25%25%中小企業

50%25%大企業

60時間超60時間以下

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間

を超える労働時間

月60時間超の残業割増賃金率
大企業、中小企業ともに５０％
※中小企業の割増賃金率を引上げ

（改正後） 2023年4月1日施行

50%25%中小企業

50%25%大企業

60時間超60時間以下

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間

を超える労働時間

中小企業に対する月60時間超の
時間外労働の割増賃金率の適用
猶予見直し

5

■2023年4月1日から、月60時間を超える残業は、割増賃金率が上がります

業種 資本金の額
または出資の総額

常時使用する
労働者または

小売業 5,000万円以下 50人以下または

サービス業 5,000万円以下 100人以下または

卸売業 1億円以下 100人以下または

その他
（製造業、建設業、

運輸業、その他）
3億円以下 300人以下または

※中小企業の定義は、以下のとおりです（事業場単位ではなく、企業単位で判断します）。

【2章】労働時間法制の見直しについて
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□時間の算定は、毎月1回以上、一定の期日を定めて行います。
　（例）賃金締切日とする。
□事業者は、産業医に対し、時間外・休日労働が月80時間を超えた労働者の氏名及び当該超えた時間に関する情報を提

供します。
□事業者は、時間外・休日労働時間が月80時間を超えた労働者に対し、労働時間に関する情報を通知します。
□事業者は、時間外・休日労働時間が月80時間を超えない労働者についても、労働時間に関する情報について開示の

求めがあれば、開示する
ことが望まれます。

□申出は書面や電子メール
等の記録が残るものとし
ます（様式例参照）。

長時間労働者に対する面接指導等の実施について
①労働時間の状況の把握
□長時間労働者に対する面接指導を実施するため、タイムカードによる記録、パーソナルコンピュータ等の電子計算機

の使用時間（ログインからログアウトまでの時間）の記録等の客観的な方法その他の適切な方法により、管理監督者
や裁量労働制の適用者も含めた全ての労働者の労働時間の状況を把握しなければなりません。

③長時間労働者に対する面接指導等の実施

1月の時間外・休日労働時間数＝１月の総労働時間数－（計算期間１月間の総暦日数／7）×40
１月の総労働時間数＝労働時間数（所定労働時間数）＋延長時間数（時間外労働時間数）＋休日労働時間数

②時間外・休日労働時間の算定・申出の手続

様式例

労働安全衛生法第66条の8の
面接指導に係る申出書

平成○年○月○日

記

事業者　氏名　殿

1. 面接指導を受ける医師（いずれかにチェック）
　 □ 会社が指定する医師
　 □ 自分が希望する医師

2. 面接指導を受ける日時
　 平成　　年　　月　　日　　時～　　時又は
　 平成　　年　　月（初・中・下旬）

3. 面接指導を実施するにあたり配慮を求める事項

所属
氏名

　私は労働安全衛生規則第52条の2第1項に
定める者として、下記のとおり面接指導を受
けることを希望します。

事業者

労働者

ⅰ　時間外・休日労働時間が月８０時間を超えた場合

事業者

ⅱ　時間外・休日労働時間が月４５時間を超えた場合

●申出をした労働者に対し、医師による面接指導を実施しなければなりません。面接指導を実施した医師から
必要な措置について意見聴取を行い、必要と認める場合は、適切な事後措置を実施しなければなりません。

●時間外・休日労働時間が月80時間を超えた労働者に関する作業環境、労働時間に関する情報、深夜業の回数
及び時間数等の情報を産業医に提供しましょう。

●面接指導の申出をし、医師による面接指導を受けましょう。

産業医
●労働者に対し、面接指導の申出をするよう勧奨しましょう。面接指導を実施する産業医は「長時間労働者への

面接チェックリスト（医師用）」等を活用しましょう。

●健康への配慮が必要な者が面接指導等の対象となるよう基準を設定し、面接指導等を実施することが望ま
れます。また、必要と認める場合は、適切な事後措置を実施することが望まれます。

【2章】労働時間法制の見直しについて

新規 事業者が管理監督者や裁量労働制の適用者を含めた全ての労働者の労働時間の状況を把握

拡充 事業者が産業医に時間外・
休日労働時間が月80時間超の
労働者の情報を提供

新規 事業者は時間外・休日労働時間が
月80時間超の労働者本人に
労働時間の情報通知

拡充 時間外・休日労働時間が月80時間超の労働者が事業者に面接指導の申出
※面接指導の対象要件を月100時間超から月80時間超に拡大

事業者が産業医等による面接指導を実施

事業者が産業医等から労働者の措置等に関する意見を聴く

事業者が産業医等の意見を踏まえて必要な措置を講じる

新規 事業者が産業医に措置内容を情報提供

新規 勧告を行う場合は産業医が事業者からあらかじめ意見を求める

新規 事業者が産業医の勧告の内容等を衛生委員会等に報告

産業医が労働者の健康を確保するために必要があると認める場合は事業者に勧告

産業医が情報をもとに
労働者に面接指導の申出を
勧奨することができる

長時間労働者に対する面接指導等の流れについて

面接指導の申出期間・実施期間について（毎月10日〆の場合）
例）5月10日期日の場合

4/11 5/10

5/25 6/24

時間外労働
月80時間超

申出期間
（期日から1か月）

面接指導実施期間
（申出から1か月）

6/9

この期間中に面接指導を受
けた場合等で医師が必要で
ないと認めた場合は、この
期間に係る面接指導を免除

期日 申出

面接指導実施

19 20



□時間の算定は、毎月1回以上、一定の期日を定めて行います。
　（例）賃金締切日とする。
□事業者は、産業医に対し、時間外・休日労働が月80時間を超えた労働者の氏名及び当該超えた時間に関する情報を提

供します。
□事業者は、時間外・休日労働時間が月80時間を超えた労働者に対し、労働時間に関する情報を通知します。
□事業者は、時間外・休日労働時間が月80時間を超えない労働者についても、労働時間に関する情報について開示の

求めがあれば、開示する
ことが望まれます。

□申出は書面や電子メール
等の記録が残るものとし
ます（様式例参照）。

長時間労働者に対する面接指導等の実施について
①労働時間の状況の把握
□長時間労働者に対する面接指導を実施するため、タイムカードによる記録、パーソナルコンピュータ等の電子計算機

の使用時間（ログインからログアウトまでの時間）の記録等の客観的な方法その他の適切な方法により、管理監督者
や裁量労働制の適用者も含めた全ての労働者の労働時間の状況を把握しなければなりません。

③長時間労働者に対する面接指導等の実施

1月の時間外・休日労働時間数＝１月の総労働時間数－（計算期間１月間の総暦日数／7）×40
１月の総労働時間数＝労働時間数（所定労働時間数）＋延長時間数（時間外労働時間数）＋休日労働時間数

②時間外・休日労働時間の算定・申出の手続

様式例

労働安全衛生法第66条の8の
面接指導に係る申出書

平成○年○月○日

記

事業者　氏名　殿

1. 面接指導を受ける医師（いずれかにチェック）
　 □ 会社が指定する医師
　 □ 自分が希望する医師

2. 面接指導を受ける日時
　 平成　　年　　月　　日　　時～　　時又は
　 平成　　年　　月（初・中・下旬）

3. 面接指導を実施するにあたり配慮を求める事項

所属
氏名

　私は労働安全衛生規則第52条の2第1項に
定める者として、下記のとおり面接指導を受
けることを希望します。

事業者

労働者

ⅰ　時間外・休日労働時間が月８０時間を超えた場合

事業者

ⅱ　時間外・休日労働時間が月４５時間を超えた場合

●申出をした労働者に対し、医師による面接指導を実施しなければなりません。面接指導を実施した医師から
必要な措置について意見聴取を行い、必要と認める場合は、適切な事後措置を実施しなければなりません。

●時間外・休日労働時間が月80時間を超えた労働者に関する作業環境、労働時間に関する情報、深夜業の回数
及び時間数等の情報を産業医に提供しましょう。

●面接指導の申出をし、医師による面接指導を受けましょう。

産業医
●労働者に対し、面接指導の申出をするよう勧奨しましょう。面接指導を実施する産業医は「長時間労働者への

面接チェックリスト（医師用）」等を活用しましょう。

●健康への配慮が必要な者が面接指導等の対象となるよう基準を設定し、面接指導等を実施することが望ま
れます。また、必要と認める場合は、適切な事後措置を実施することが望まれます。

【2章】労働時間法制の見直しについて

新規 事業者が管理監督者や裁量労働制の適用者を含めた全ての労働者の労働時間の状況を把握

拡充 事業者が産業医に時間外・
休日労働時間が月80時間超の
労働者の情報を提供

新規 事業者は時間外・休日労働時間が
月80時間超の労働者本人に
労働時間の情報通知

拡充 時間外・休日労働時間が月80時間超の労働者が事業者に面接指導の申出
※面接指導の対象要件を月100時間超から月80時間超に拡大

事業者が産業医等による面接指導を実施

事業者が産業医等から労働者の措置等に関する意見を聴く

事業者が産業医等の意見を踏まえて必要な措置を講じる

新規 事業者が産業医に措置内容を情報提供

新規 勧告を行う場合は産業医が事業者からあらかじめ意見を求める

新規 事業者が産業医の勧告の内容等を衛生委員会等に報告

産業医が労働者の健康を確保するために必要があると認める場合は事業者に勧告

産業医が情報をもとに
労働者に面接指導の申出を
勧奨することができる

長時間労働者に対する面接指導等の流れについて

面接指導の申出期間・実施期間について（毎月10日〆の場合）
例）5月10日期日の場合

4/11 5/10

5/25 6/24

時間外労働
月80時間超

申出期間
（期日から1か月）

面接指導実施期間
（申出から1か月）

6/9

この期間中に面接指導を受
けた場合等で医師が必要で
ないと認めた場合は、この
期間に係る面接指導を免除

期日 申出

面接指導実施
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魅力ある職場づくり ＆ 社員育成に関する助成金等

業務改善助成金 ●生産性向上に資する設備・機器の導入等を行うとともに、 事業場内最低賃金
を引き上げた企業を支援します。

【お問い合わせ先】
各都道府県労働局雇用環境・均等部（室） ▶雇用環境・均等部（室）所在地一覧

時間外労働等改善
助成金 

●出退勤管理のソフトウェア導入・更新費用、専門家による業務効率化指導、生
産工程の自動化・省力化等、労働時間短縮や生産性向上を支援します。

【お問い合わせ先】
各都道府県労働局雇用環境・均等部（室）▶雇用環境・均等部（室）所在地一覧

両立支援等助成金 ●育児休業の円滑な取得・職場復帰の支援や代替要員の確保を行った企業を
支援します。【お問い合わせ先】

各都道府県別の雇用関係各種給付金申請等受付窓口
▶雇用関係各種給付金申請等受付窓口一覧

育児・介護支援プラン
導入支援事業

●社会保険労務士等の専門家である育児・介護プランナーが、 育児・介護休業
からの復帰プランの策定支援を行います。

【お問い合わせ先】
株式会社パソナ 育児・介護支援プロジェクト事務局（委託先）TEL:03-5542-1740 
▶「育児プランナー」「介護プランナー」の支援を希望する事業主の方へ

人材確保等支援
助成金（再掲）

●雇用管理制度や介護福祉機器の導入、介護・保育労働者に対する賃金制度
整備等に取り組む企業を支援します。

【お問い合わせ先】
各都道府県別の雇用関係各種給付金申請等受付窓口
▶雇用関係各種給付金申請等受付窓口一覧

キャリアアップ助成金 ●非正規雇用労働者の正社員化や賃金規定等の増額改定、正規雇用労働者と
の賃金規定・諸手当制度の共通化等の取組を支援します。

【お問い合わせ先】
各都道府県別の雇用関係各種給付金申請等受付窓口
▶雇用関係各種給付金申請等受付窓口一覧

人材開発支援助成金 ●通常の業務を離れて行う社員訓練（OFF-JT）や通常の業務の中で行う社員
訓練（OJT）について、経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成します。

【お問い合わせ先】
各都道府県別の雇用関係各種給付金申請等受付窓口 
▶雇用関係各種給付金申請等受付窓口一覧

産業保健関係助成金 ●社員の健康づくりのための取組を支援します。
【お問い合わせ先】
（独）労働者健康安全機構
▶独立行政法人 労働者健康安全機構 産業保健関係助成金

65歳超雇用推進
助成金 

●65歳以降の継続雇用延長や65歳以上の年齢までの定年引上げ、高齢者向
けの機械設備導入等を行う企業を支援します。

【お問い合わせ先】
（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構都道府県支部　高齢・障害者業務課（東京支部、大
阪支部は高齢・ 障害者窓口サービス課） 
▶独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構 都道府県支部

人材確保等支援
助成金 

●金融機関と連携し、省力化のための装置など生産性向上に資する設備等の
導入と、賃金アップを実施した企業を支援します。

【お問い合わせ先】
都道府県別の雇用関係各種給付金申請等受付窓口 
▶雇用関係各種給付金申請等受付窓口一覧

※平成29年度までは職場定着支援
　助成金として実施 

働き方改革推進に向けた支援3章

生産性向上 ＆ 業務効率化に関する助成金④医師からの意見聴取・面接指導の結果の記録
□事業者は、面接指導を実施した労働者の健康を保持するために必要な措置について、医師の意見を聴かなければな

りません。
□医師の意見聴取は、面接指導を実施した医師から面接指導の結果の報告に併せて行うことが適当です。
□事業者は、面接指導の結果の記録を作成し、５年間保存しなければなりません。
□面接指導の結果の記録は、面接指導を実施した医師からの報告をそのまま保存することで足ります。

⑤事後措置の実施の際に留意すべき事項
□事業者は、医師の意見を勘案して、必要と認める場合は適切な措置を実施しなければなりません。
□面接指導により労働者のメンタルヘルス不調が把握された場合は、必要に応じて精神科医等と連携しつつ対応を図り

ましょう。
□特にメンタルヘルス不調に関して、面接指導の結果、労働者に対し、不利益な取扱いをしてはならないことに留意しま

しょう。

⑥ 事業場で定める必要な措置に係る基準の策定
□事業場で定める基準の策定は、衛生委員会等における調査審議の内容を踏まえて決定するとともに、長時間労働に係

る医学的知見を考慮し、以下の点に十分留意しましょう。
　●時間外・休日労働が月80時間を超えた全ての労働者に面接指導を実施するよう基準の策定に努めましょう。
　●時間外・休日労働が月45時間超の労働者について、健康への配慮が必要な者の範囲と措置について検討し、それ

　らの者が措置の対象となるように基準を策定することが望まれます。
　例1）時間外・休日労働時間が月45時間を超える労働者で産業医が必要と認めた者には、面接指導を実施する。
　例2）時間外・休日労働時間が月45時間を超える労働者に係る作業環境、労働時間等の情報を産業医等に提供し、事

　　業場における健康管理について事業者が助言指導を受ける。

⑦ 長時間労働者に対する面接指導等の実施に当たって
□月80時間超の時間外・休日労働をさせた事業場又はそのおそれのある事業場等においては、衛生委員会等で調査審

議のうえ、以下のア～ウを図りましょう。調査審議の結果の際は、申出を行うことによる不利益取扱いの防止など、申
出がしやすい環境となるよう配慮しましょう。

　　ア 申出様式の作成、申出窓口の設定など申出手続を行うための体制の整備
　　イ 労働者に対し、申出方法等の周知徹底
□面接指導を実施する医師は、産業医や産業医の要件を備えた医師等が望まれます。
□面接指導の実施の事務に従事した者には、その実施に関して守秘義務が課せられます。
□派遣労働者への面接指導は、派遣元事業者に実施義務が課せられます。
□時間外・休日労働が月80時間超の労働者全員に対して面接指導を実施する場合は、事業者は対象者全員に面接指導

の実施の通知等を行い、労働者が申込みを行ったことなどをもって申出を行ったものとみなします。
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魅力ある職場づくり ＆ 社員育成に関する助成金等

業務改善助成金 ●生産性向上に資する設備・機器の導入等を行うとともに、 事業場内最低賃金
を引き上げた企業を支援します。

【お問い合わせ先】
各都道府県労働局雇用環境・均等部（室） ▶雇用環境・均等部（室）所在地一覧

時間外労働等改善
助成金 

●出退勤管理のソフトウェア導入・更新費用、専門家による業務効率化指導、生
産工程の自動化・省力化等、労働時間短縮や生産性向上を支援します。

【お問い合わせ先】
各都道府県労働局雇用環境・均等部（室）▶雇用環境・均等部（室）所在地一覧

両立支援等助成金 ●育児休業の円滑な取得・職場復帰の支援や代替要員の確保を行った企業を
支援します。【お問い合わせ先】

各都道府県別の雇用関係各種給付金申請等受付窓口
▶雇用関係各種給付金申請等受付窓口一覧

育児・介護支援プラン
導入支援事業

●社会保険労務士等の専門家である育児・介護プランナーが、 育児・介護休業
からの復帰プランの策定支援を行います。

【お問い合わせ先】
株式会社パソナ 育児・介護支援プロジェクト事務局（委託先）TEL:03-5542-1740 
▶「育児プランナー」「介護プランナー」の支援を希望する事業主の方へ

人材確保等支援
助成金（再掲）

●雇用管理制度や介護福祉機器の導入、介護・保育労働者に対する賃金制度
整備等に取り組む企業を支援します。

【お問い合わせ先】
各都道府県別の雇用関係各種給付金申請等受付窓口
▶雇用関係各種給付金申請等受付窓口一覧

キャリアアップ助成金 ●非正規雇用労働者の正社員化や賃金規定等の増額改定、正規雇用労働者と
の賃金規定・諸手当制度の共通化等の取組を支援します。

【お問い合わせ先】
各都道府県別の雇用関係各種給付金申請等受付窓口
▶雇用関係各種給付金申請等受付窓口一覧

人材開発支援助成金 ●通常の業務を離れて行う社員訓練（OFF-JT）や通常の業務の中で行う社員
訓練（OJT）について、経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成します。

【お問い合わせ先】
各都道府県別の雇用関係各種給付金申請等受付窓口 
▶雇用関係各種給付金申請等受付窓口一覧

産業保健関係助成金 ●社員の健康づくりのための取組を支援します。
【お問い合わせ先】
（独）労働者健康安全機構
▶独立行政法人 労働者健康安全機構 産業保健関係助成金

65歳超雇用推進
助成金 

●65歳以降の継続雇用延長や65歳以上の年齢までの定年引上げ、高齢者向
けの機械設備導入等を行う企業を支援します。

【お問い合わせ先】
（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構都道府県支部　高齢・障害者業務課（東京支部、大
阪支部は高齢・ 障害者窓口サービス課） 
▶独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構 都道府県支部

人材確保等支援
助成金 

●金融機関と連携し、省力化のための装置など生産性向上に資する設備等の
導入と、賃金アップを実施した企業を支援します。

【お問い合わせ先】
都道府県別の雇用関係各種給付金申請等受付窓口 
▶雇用関係各種給付金申請等受付窓口一覧

※平成29年度までは職場定着支援
　助成金として実施 

働き方改革推進に向けた支援3章

生産性向上 ＆ 業務効率化に関する助成金④医師からの意見聴取・面接指導の結果の記録
□事業者は、面接指導を実施した労働者の健康を保持するために必要な措置について、医師の意見を聴かなければな

りません。
□医師の意見聴取は、面接指導を実施した医師から面接指導の結果の報告に併せて行うことが適当です。
□事業者は、面接指導の結果の記録を作成し、５年間保存しなければなりません。
□面接指導の結果の記録は、面接指導を実施した医師からの報告をそのまま保存することで足ります。

⑤事後措置の実施の際に留意すべき事項
□事業者は、医師の意見を勘案して、必要と認める場合は適切な措置を実施しなければなりません。
□面接指導により労働者のメンタルヘルス不調が把握された場合は、必要に応じて精神科医等と連携しつつ対応を図り

ましょう。
□特にメンタルヘルス不調に関して、面接指導の結果、労働者に対し、不利益な取扱いをしてはならないことに留意しま

しょう。

⑥ 事業場で定める必要な措置に係る基準の策定
□事業場で定める基準の策定は、衛生委員会等における調査審議の内容を踏まえて決定するとともに、長時間労働に係

る医学的知見を考慮し、以下の点に十分留意しましょう。
　●時間外・休日労働が月80時間を超えた全ての労働者に面接指導を実施するよう基準の策定に努めましょう。
　●時間外・休日労働が月45時間超の労働者について、健康への配慮が必要な者の範囲と措置について検討し、それ

　らの者が措置の対象となるように基準を策定することが望まれます。
　例1）時間外・休日労働時間が月45時間を超える労働者で産業医が必要と認めた者には、面接指導を実施する。
　例2）時間外・休日労働時間が月45時間を超える労働者に係る作業環境、労働時間等の情報を産業医等に提供し、事

　　業場における健康管理について事業者が助言指導を受ける。

⑦ 長時間労働者に対する面接指導等の実施に当たって
□月80時間超の時間外・休日労働をさせた事業場又はそのおそれのある事業場等においては、衛生委員会等で調査審

議のうえ、以下のア～ウを図りましょう。調査審議の結果の際は、申出を行うことによる不利益取扱いの防止など、申
出がしやすい環境となるよう配慮しましょう。

　　ア 申出様式の作成、申出窓口の設定など申出手続を行うための体制の整備
　　イ 労働者に対し、申出方法等の周知徹底
□面接指導を実施する医師は、産業医や産業医の要件を備えた医師等が望まれます。
□面接指導の実施の事務に従事した者には、その実施に関して守秘義務が課せられます。
□派遣労働者への面接指導は、派遣元事業者に実施義務が課せられます。
□時間外・休日労働が月80時間超の労働者全員に対して面接指導を実施する場合は、事業者は対象者全員に面接指導

の実施の通知等を行い、労働者が申込みを行ったことなどをもって申出を行ったものとみなします。
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厚生労働省委託事業  （委託：株式会社 東京リーガルマインド）

【3章】働き方改革推進に向けた支援
働き方改革関連法に関する相談窓口

働き方改革の推進に向けた課題を解決するための相談窓口

労働基準監督署 ●時間外労働の上限規制や年次有給休暇などに関する相談に応じます。

▶検索ワード：労働基準監督署
http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

労働時間相談・支援コーナー

都道府県労働局 ●正規雇用労働者と非正規雇用労働者（パートタイム労働者・有期雇用労働
者・派遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消に関する相談に応じます。

▶検索ワード：都道府県労働局
http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

【パートタイム労働者、有期雇用労働者関係】
　　雇用環境・均等部（室）
【派遣労働者関係】
　　需給調整事業部（課・室）

働き方改革推進
支援センター

●働き方改革関連法に関する相談のほか、労働時間管理のノウハウや賃金制
度等の見直し、助成金の活用など、労務管理に関する課題について、社会保
険労務士等の専門家が相談に応じます。

▶検索ワード：働き方改革推進支援センター
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000198331.html

産業保健総合
支援センター

●医師による面接指導等、労働者の健康確保に関する課題について、産業保
健の専門家が相談に応じます。

▶検索ワード：産業保健総合支援センター
https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/sodan/tabid/122/Default.aspx

よろず支援拠点 ●生産性向上や人手不足への対応など、経営上のあらゆる課題について、専
門家が相談に応じます。

▶検索ワード：よろず支援拠点
https://yorozu.smrj.go.jp/

ハローワーク ●求人充足に向けたコンサルティング、事業所見学会や就職面接会などを
実施しています。

▶検索ワード：ハローワーク
http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

医療勤務環境改善
支援センター

●医療機関に特化した支援機関として、個々の医療機関のニーズに応じて、総
合的なサポートをします。

▶検索ワード：いきサポ
https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/information/

商工会
商工会議所
中小企業団体中央会

●経営改善・金融・税務・労務など、経営全般にわたって、中小企業・小規模事業
者の取組を支援します。

▶検索ワード：全国各地の商工会WEBサーチ
http://www.shokokai.or.jp/?page_id=1754
▶検索ワード：全国の商工会議所一覧
https://www5.cin.or.jp/ccilist
▶検索ワード：都道府県中央会
https://www.chuokai.or.jp/link/link-01.htm
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社会福祉施設における
腰痛・転倒災害防止対策事例集

転倒災害 腰痛災害



厚生労働省 熊本労働局

※「プラスワンアクション」とは、介護作
業時に１行動付け加えることで、より安
全な作業にするための方法です。

転倒防止のための

見える化 (@_@)

※「見える化」とは、目で見ること
により危険場所の認識や注意ポイ
ントを確認して、より安全な作業を
行うための方法です。

腰痛防止のための

+ 1 Action☝
(プラス ワン アクション)



◎腰痛災害防止事例
1. 浴室用リフトの使用
2. リフト付きストレッチャーの使用
3. 座位式特殊浴槽の使用
4. 臥床式特殊浴槽の使用
5. 浴室用車いすの使用
6. シャワーチェアーの使用
7. スロープ付き浴槽の使用
8. バスボードの使用
9. 高さ調整できるベッドの使用
10.電動ベッドの使用
11.スライディングボードの使用
12.スライディングシートの使用
13.スライディンググローブの使用
14.移乗介助ロボットの使用
15.車いす用体重計の使用
16.ひじの下げれる車いすの使用
17.腰痛予防ベルトの使用
18.腰痛予防体操方法等の掲示
19.作業方法での注意事項
20.利用者の残存機能の利用

◎転倒災害防止事例
21.階段の転倒防止対策
22.屋内通路の転倒防止地対策
23.屋内用転倒防止注意表示例
24.段差の解消、スロープの設置
25.滑りにくい床等の使用
26.滑り止めマットの固定
27.器具や用具の位置を明確化
28.転倒防止用マットの設置
29.床の水滴を素早く除去
30.滑りにくい靴の着用
31.屋外通路の明確化（駐車場編）
32.屋外通路の明確化（スロープ編）
33.屋外出入口にスロープを設置
34.物干し台の固定ロープに目印を設置
35.人感センサー付き照明の設置
36.屋外通路の注意喚起の表示等
37.転倒予防マップの作成と掲示の実施

☆ 目 次 ☆☆ 目 次 ☆

◎保育施設災害防止事例
38.立ったままで行うオムツ交換台
39.立ったままで行う沐浴付シャワーブース
40.腰痛予防用授乳用ソファー
41.扉付ベビーカーの使用



◎腰痛災害の特徴
社会福祉施設における腰痛災害は、災害発生件数全体の4割前後で推移しており、
当該業種における特徴的な災害の一つとなっております。腰痛は一度被災すると、再
発の可能性が高くなり、繰り返し被災する方が多い状況です。
腰痛防止に有効な器具や設備の使用と併せて、腰痛防止のためのプラスワンアク
ションを実施し、腰痛予防対策に取り組みましょう。

☆腰痛災害防止対策☆☆腰痛災害防止対策☆

-1-

96
107 109

132

98

127

143

27 29
44 43

30
46 45

28.1 27.1 

40.4 32.6 
30.6 

36.2 31.5 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

0

20

40

60

80

100

120

140

160

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

社会福祉施設の災害件数

（内、腰痛災害件数）

全数から見た腰痛災害の割合

社会福祉施設における、腰痛災害発生状況（H24~H30)
（件） （％）



浴室内での腰痛予防対策事例浴室内での腰痛予防対策事例

①浴室用リフトの使用
• 作業効率の面では必ずしも良くならない
が、作業者の浴室内での移譲作業への負担
がかなり減り腰痛予防につながります。

②リフト付きストレッチャーの使用
• ストレッチャーから浴槽用ストレッチャー
に移乗し、キャスター付きリフトの使用
で、浴室内の移動も負担が減ります。



③座位式特殊浴槽の使用
• 専用の車いすごと浴槽内に移動できるた
め、移乗作業時の負担が減ります。

④臥床式特殊浴槽の使用
• 専用のストレッチャーごと浴槽内に移動で
きるため移譲作業時の負担が減ります。利
用者は頭を出してミスト浴。
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※ 浴室内の移乗作業に対する作業手順を取り決める。

• 最近は機械浴が主流となり、人力による浴槽への入浴介助は減りつつありますが、機械浴用
のストレッチャーや専用車椅子への移乗作業は人力となるため腰痛の危険性が残ります。浴室
内での移乗作業における作業手順を定めましょう。

+ 1 Action☝



浴室内での腰痛予防対策事例浴室内での腰痛予防対策事例

⑤浴室用車いすの使用
• 浴室内を車いすで移動できるため洗い場と
浴槽の移動時などの負担が減ります。

⑥シャワーチェアーの使用
• 利用者の残存能力を活かしやすいよう、手
すりや肘掛等の多い器具の利用が有効。

※ 移乗作業における人の抱え上げを行わない。

• 抱え上げ作業を全く行わないことは出来ないとしても、抱え上げ作業を極力抑える作業方法
を工夫して、作業者個人の負担を軽減させましょう。

+ 1 Action☝



⑦スロープ付き浴槽の使用事例
• 専用車いすでスロープを降りて浴槽に入
る。なお、浴槽に入る場合はスロープを降
りるため楽に作業できます。

⑧バスボードの使用
• 浴槽への出入りの際に、一旦バスボードに
座らせてから次の行動に移せるため、作業
者が体制を整えることが出来て、持ち上げ
て腰をひねるような連続した動作が省略で
きます。

バスボードに回転盤のついた
タイプでは、円座が回転するの
でお尻の肉がよじれません。

利用者も作業者も負担が軽
減されます。
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※浴槽内作業の作業ポイント

• 浴槽を出るときは登り坂になり、腰部に負担がかかるた
め複数者での作業が必要となる場合があります。

• また、長時間浴槽内で作業するとのぼせることがあるの
で、①特定の人を担当としない。②水分補給を行う。③冷
え対策として体の水気をふき取る。④作業時間の管理を行
うようにしましょう。

+ 1 Action☝

+ 1 Action☝



居室内での腰痛予防対策事例居室内での腰痛予防対策事例

⑨高さ調整できるベッドの使用
• ベッドの高さを調節できるベッドを使用
し、作業者の身長に合わせた位置で作業を
行わせることが出来る。

⑩電動ベッドの使用
• 電動操作によりマットの形状を変え、作業
しやすい状態にしてから介護作業が行え
る。

ベッドの高さを身長
に合わせて調節

ベッドの高さが
低すぎると腰部
への負担が増し
ます。

作業の都度ベッドの高
さを調整するのは面倒
な時もありますが、適切
な位置で作業すると腰
痛予防と作業効率も上
がります。

利用者と作業者の距離が離れるほど、作業者への身体的負担
が増しますので、可能な限り近づいて作業しましょう。

+ 1 Action☝

+ 1 Action☝



⑪スライディングボードの使用
• ベッドの高さ調整や、肘の収納できる車い
すの使用が必要となりますが、車いすと
ベッド間の移譲作業には効果的です。

⑫スライディングシートの使用
• ベッド上のちょっとした移動でも腰部への負担は
大きくなります。シートを使って腰部への負担を
軽減しましょう。褥瘡の増悪予防にも。

⑬スライディンググローブの使用
• シートやボードを持ち込みにくい場所や、
訪問先での利用にグローブを使用して移乗
作業の負担軽減を図りましょう。
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・シートやボード、グローブ
等の使用で腰の負担を小さ
くしましょう。

・シートやボード、グローブ
等の使用は利用者の褥瘡
増悪予防にも繋がります。

+ 1 Action☝



共通作業エリアでの腰痛予防対策事例共通作業エリアでの腰痛予防対策事例

⑭移乗介助ロボットの使用
• これからの作業には様々なロボットが活用されると考えられます。各作業場所に適して、利
用しやすいロボットの活用を図りましょう。

（ロボット外観） （使用状況）

車いす等から
ロボットへ移乗

①ロボットへ体
を預けた後、機
械で起き上がら
せる操作をし移
動する。②移動
後トイレ等の位
置で降ろす。

• 人力での抱え上げを極力避け
るため、可能な限りロボット等
の機械設備を利用することを検
討しましょう。

• 導入に当たっては、労働者の
意見を聴きながら作業現場で利
用しやすい機種等を選定しま
しょう。

+ 1 Action☝



⑮車いす用体重計の使用
• 利用者を車いすに乗せたまま体重測定がで
きるため、移乗作業が省略される。

⑯ひじの下げれる車いすの使用
• 車いすの肘部分が下げられるため、ベッド
への移乗作業時にスライディングボードの
併用で作業者の身体的負担が軽減される。

※ 適切な器具の使用

• 上記写真のように、リクライニング機能
のあるタイプの使用で、利用者ごとに適切
な器具を使用して作業を省略化。
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※ 移乗作業回数の軽減

• 様々な器具や設備を使用することで移乗
作業回数を減少することが出来て、リスク
低下につながります。

+ 1 Action☝ + 1 Action☝



共通作業エリアでの腰痛予防対策事例共通作業エリアでの腰痛予防対策事例

⑰腰痛予防ベルトの使用
• 腰痛の既往歴のある人や、背筋等の筋力の
弱い人などに、あらかじめ装着させて作業
させることで腰痛を予防しましょう。

⑱腰痛予防体操方法等の掲示
• 腰痛災害は午前中に多く発生します。始業
時などに体操を実施して体をほぐして、効
果的な取り組みを実施しましょう。

※ 機械器具や設備を使いやすい場所に設置しましょう。

• どんなに便利な器具や設備あるいは道具でも、使いたいときに使えなかったり、使いたい場
所に設置していなければ、結果的に使用されません。使いやすい位置を決めて、使用後は定位
置に戻し、使いやすい場所に複数設置するなど、作業者の意見を聴きながら設置しましょう。

+ 1 Action☝



⑲作業方法での注意事項
• 「前屈み」「中腰」「ひねり」など不自然
な姿勢での作業に注意しましょう。

⑳利用者の残存機能の利用
• 利用者の残存機能を利用し「手すりを掴ん
でもらう」「体を軽く起こしてもらう」
「作業者側に近づいてもらう」など、
ちょっとした動作の協力により、作業者の
身体的負担を軽減させましょう。

低いところでの作業は中腰にならないよう膝を着く

姿勢をひねらず、正面を向いて作業

ここがポイント!!
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トイレ内など、狭い空間で作業す

る場合は、ひねりやすくなるため注
意が必要です。また、人力での抱え上げを行わないこと
も併せて、上記作業方法にも注意しましょう。

あらかじめ利用者の残存機能状
態を把握して、協力してもらえる
方法を確認しましょう。

+ 1 Action☝+ 1 Action☝



☆転倒災害防止対策☆

• 転倒災害の特徴
以前は建設業などで多く発生していた墜落災害や、製造業で

多く発生していた「はさまれ災害」が、事故の型別で多い状況
にありましたが、その後徐々に「転倒災害」の発生件数が増加
し、平成３０年においては全労働災害件数の約２５%が転倒災
害を占めるようになりました。

① 発生時期：転倒災害は１年を通して発生しております。屋内におい
ては、整理整頓されていない場所でつまづいたり、慌てた行動を
とっているときに発生しております。

② 発生場所：屋内では階段を踏み外す・通路に置かれていた用具につ
まづく、濡れた場所や段差部分などで多く発生しております

③ 被災者年齢：50歳以上の女性に発生割合が多くなります。筋力や
瞬発力あるいは、骨密度の低下などが原因として考えられます。

④ 重症化：「滑って転んだだけ」「ちょっと足を滑らせて…」といっ
たように、転倒事故の発生内容は軽く見られがちですが、被災状況
は軽くありません。大腿骨や手首、肋骨の骨折など重症化し障害が
残る場合もあり、また、受け身を取れないまま頭部を強打して死亡
に至る場合もあります。



• 転倒災害の特徴
以前は建設業などで多く発生していた墜落災害や、製造業で

多く発生していたはさまれ災害が、事故の型別で多い状況にあ
りましたが、その後徐々に転倒災害の発生件数が増加し、平成
３０年においては全労働災害件数の約２５%が転倒災害を占め
るようになりました。

① 発生時期：転倒災害は１年を通して発生しております。屋内におい
ては、整理整頓されていない場所でつまづいたり、慌てた行動を
とっているときに発生しております。

② 発生場所：屋内では階段を踏み外す・通路に置かれていた用具につ
まづく、濡れた場所や段差部分などで多く発生しております

③ 被災者年齢：50歳以上の女性に発生割合が多くなります。筋力や
瞬発力あるいは、骨密度の低下などが原因として考えられます。

④ 重症化：「滑って転んだだけ」「ちょっと足を滑らせて…」といっ
たように、転倒事故の発生内容は軽く見られがちですが、被災状況
は軽くありません。大腿骨や手首、肋骨の骨折など重症化し障害が
残る場合もあり、また、受け身を取れないまま頭部を強打して死亡
に至る場合もあります。
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通路や作業場所での転倒予防対策事例

(21)階段の転倒防止対策①
• 階段は上下とも、2段目までが転倒危険ポ
イントとなっています。上りも下りも2段
目までは慎重に通行しましょう。

階段の転倒防止対策②
• 階段の上下に注意を意識させる色表示の実
施。

• 転倒危険ポイントとなる段に、残りの段数
を階段の端部に表示させる。

特に危険!!

色表示で注意喚起。

荷物を持って足元が見えない
時に、階段端部に残り段数を
表してわかりやすくしてい
る。

見える化 (@_@)

見える化 (@_@)



(22)屋内通路の転倒防止対策①
• T字路に衝突防止用のミラーを設置して、
人同士・車椅子・ストレッチャー等との衝
突予防。

屋内通路の転倒防止対策②
• 「暗いことや、見えにくいこと」は転倒災
害の大きな原因になります。暗くなりやす
い通路に人感センサー付きの照明を設置し
て、通行時の明るさを確保しましょう。

通
路

（死角のある通路）

休
憩
ス
ペ
ー
ス

が
死
角
と
な
る

•見えにくい箇
所や、死角部
分のある通路
に、カーブミ
ラーを設置し
て衝突防止対
策の実施。

「その他のカーブミラーの設置例」

（十字路の通路）

通
路

通路

•人の通行時のみ点灯するため、節電につながること
と、スイッチ点灯の場合に比べ、消し忘れや点けっぱ
なしもありません。

階段や玄関に
人感センサー付
の照明を設置

見える化 (@_@)
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通路や作業場所での転倒予防対策事例

(23)屋内用転倒防止注意表示例
• 滑り止めマットの設置や、段差の解消など
物理的な対策が行えない場所には、わかり
やすい注意表示を取り付けましょう。

扉の先に段差が
ある注意表示例

扉の先に傾斜が
ある注意表示例

扉の先にスロー
プと、凍結箇所
注意の表示例

押し扉の先に人
がいるかもしれ
ない注意表示例

階段の昇り口に
つまずき注意の
表示例

見える化 (@_@)
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その他の転倒注意 表示例

転倒注意

屋外に出るとき
履物交換

転倒注意

この先
傾斜あり∠

転倒注意

この先
段差あり

転倒注意

凍結のおそれあり

転倒注意

足元注意

転倒注意

ぬれた床
滑りやすい

見える化 (@_@)



通路や作業場所での転倒予防対策事例

(25)滑りにくい床等の使用
• 滑りにくい床や、転倒してもケガをしにく
い床を使用している事例。

通路は耐滑性のある、滑
りにくい床を採用してい
る。

作業エリアはクッション
フロアとし、転倒しても
ケガをしにくい対策とし
ている。

(24)段差の解消、スロープの設置
• 段差は可能な限り解消しましょう。なお、
高さ5㎝未満の低い段差が、転倒の大きな
要因となっております。

滑りにくい床と、スロープ及び手すりを設
置した事例

既存の段差にスロープを設置した事例

見える化 (@_@)



(26)滑り止めマットの固定
• マットのめくれ箇所は、転倒の危険ポイン
トとなります。めくれないようマットを
テープなどで固定しましょう。

(27)器具や用具の位置を明確化
• 施設内で使用する器具や、清掃用具が通路
等に放置されていたことが原因で、用具や
器具につまずかないよう、保管場所をわか
りやすく「見える化」している事例。
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• 保管場所を「見える化」することで、整理整頓も行
われることとなり、作業効率も向上します。

マットのめくれ防止の
ためテープで固定した例
もし、めくれていたら
進んで直しましょう。

マットの位
置ずれ防止の
ため、マット
の下に滑り止
めマットを設
置している例

台車の設置
場所、返却場
所をわかりや
すく、テープ
で示している
事例

ぬれやすい
場所にふき取
り用具を設置
し、用具の保
管場所を設置
している事例

見える化 (@_@)

見える化 (@_@)



ぬれやすい場所での転倒予防対策事例

(29)床の水滴を素早く除去
• 浴室から出てきたストレッチャーのタイヤ
に付着した水が、床に点在するため、スト
レッチャーの移動と同時に水滴を除去して
いる事例。

この水滴除去用具は、職員の発案により、大判のタオル等で職員
が作成した用具で、職場の意見を反映させた事例。

(28)転倒防止用マットの設置
• ぬれやすい場所や、出入り口付近に転倒防
止用のマットを設置しましょう。

シンクや手洗い場所周辺などの、ぬれやす
い場所にマットを設置する

水滴の落ちやすい場所にマットを設置する

見える化 (@_@)

見える化 (@_@)



(30)滑りにくい靴の着用①
• 浴室や洗濯場または給食室など、ぬれやす
い場所で作業する場合は、滑りにくい靴を
着用して作業しましょう。

滑りにくい靴の着用②
• せっかく準備した滑りにくい靴も使用頻度
に比例して劣化します。靴底が劣化すると
滑りやすくなりますので、適宜交換しま
しょう。
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質の良い作
業には、良い
道具を選ぶこ
とが重要です。
作業場所ご
とに適した履
物で作業しま
しょう。

靴
底
が
新
品
状
態
だ
と
滑
り

に
く
け
ど…

靴
底
が
劣
化
し
て
く
る
と

滑
り
や
す
く
な
り
ま
す
。

滑らない靴
はありません
が、滑りにく
い靴はありま
す。
靴底の状況
を確認しなが
ら作業しま
しょう。



屋外作業での転倒予防対策事例

(32)屋外通路の明確化（ｽﾛｰﾌﾟ編）
• 手すり等の設置により、段差からの踏み外
したりつまずくことがなくなり、冬期間で
も目立つような色を付けた事例。

(31)屋外通路の明確化（駐車場編）
• 駐車スペースのラインを引く前は、歩行者
の通路が確保できない時もあったが、ライ
ンを引いてからは通路が確保できた。

見える化 (@_@)

駐車ライン
を引く前は、
車両が玄関側
に寄って駐車
する場合があ
り、通行時に
花壇の段差に
つまずくこと
があった。

駐車ライン
を引いてから
は、エリア内
に駐車される
ようになり、
安全に歩行で
きる通路も確
保できた。

スロープ脇
に通行止めの
チェーンを設
置。通行止め
にすることで
近道行動によ
る踏み外し等
が防止され
る。

出入り口か
らのスロープ
に手すりを設
置し、トラ
テープを取り
付け、視認性
を高めた。冬
期間もわかり
やすい。見える化 (@_@)



(33)屋外出入り口にスロープを設置
• 車いす利用者用に屋外出入り口に斜度のゆ
るく長いスロープを設置し、段差もなくし
たことから、作業者・利用者の双方でスト
レスなく通行できるようにした事例

(34)物干し台のロープに目印を設置
• 物干し台の支柱に取り付けたロープに足を
引っ掛けないよう、ロープを黄色にし、数
箇所リボンを取り付け、視認性を高める工
夫が行われた事例。
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ゆるく長い
スロープは、
車いすを操作
するときに負
担が軽減され、
かつ、段差が
ないまま屋外
に出入りでき
る通路を設置
した。

通路全体の
両側に手すり
も設置され、
床も滑りにく
い素材の床で
構成されてい
る通路。

洗濯物を取り込もうとして、物干し台に近づいたとこ
ろ、支柱を支えていたロープに足を引っ掛けて転倒した
労働災害事例を基にして、職員の意見から実施された事
例。災害発生時は夕方でロープが見えにくかったとの原
因があったため、視認性の高い色のロープに取り換え、
かつ、ロープにリボンを取り付けてわかりやすくした。

見える化 (@_@)



屋外作業での転倒予防対策事例

(36)屋外通路の注意喚起の表示等
• 冬期間になると、屋外の凍結箇所での転倒
事故が増加します。通路等に注意喚起の表
示を掲示しましょう。

(35)人感センサー付き照明の設置
• 屋外駐車場や通路についても、照明の設置
を行い、明るさを確保して転倒防止につな
げましょう。

屋外照明は
通行のたびに
電源を入れた
り消したりす
ることをしな
いため、タイ
マーの設置や
人感センサー
の設置で照明
を確保しま
しょう。

冬期間は屋外通路の
凍結路面で転倒する事
故が圧倒的に増加しま
す。通路の除雪や、融
雪装置の稼働など様々
な方法がありますが、
注意喚起表示も併せて
行いましょう。

屋外通路に融雪剤を設
置し、適宜散布できるよ
う準備するのも有効で
す。

見える化 (@_@)



(37)転倒予防マップの作成と見やすい位置への掲示等の実施
• 施設のレイアウトやデザイン上、段差の解消が 困難であったり、危険個所に注意表示を設置
できない場合や、雪が降ると、屋外に設置している注意表示物が隠れてしまう場合がありま
す。そんなときは、過去の転倒災害発生場所やヒヤリハットの報告箇所などで指摘のあった
危険個所をマップに表し、見やすい場所への掲示や回覧で注意喚起するのも効果的です。
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見える化 (@_@)



保育施設での災害対策事例

(3９)立ったまま行うシャワーブース
• 職員が立った状態で、沐浴ができる沐浴付
シャワーブース。しゃがんだ状態より腰部
への負担が減ります。

(3８)立ったまま行うオムツ交換台
• 職員が立った状態で、オムツ交換ができる
交換台。床に寝かした状態より腰部への負
担が減ります。



-14-

(４１)扉付ベビーカーの使用
• ベビーカーの前方に扉がついているため、
園児自ら乗り込むようにして、保育士が園
児を抱えてベビーカーに乗せる作業を省略
することで腰痛予防が図れます。

(４０)腰痛予防用の授乳用ソファー
• 授乳時に肘掛や背もたれのある椅子に座っ
て授乳することで、腰部負担の軽減が図れ
ます。また、幼児の転落の危険性を考慮し
座面の低い足を伸ばして座れるソファーは
有効です。




